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１　局の設置

　　当振興局は、昭和46年8月7日、宮崎県行政組織規則に基づき農業及び林業に関する事業等を総合的かつ 

　効率的に行い、農業及び林業の近代化を推進し、その振興を図ることを目的として設置された。

　

昭和63年4月 大淀川下流土地改良事務所が廃止され、当振興局に統合された。

平成 5年4月 水産業に関する業務も所掌することとなる。

平成20年4月 中部農業改良普及センターを中部農林振興局へ内部組織化した。

平成21年4月 農政水産課を地域農政企画課として再編した。

平成23年4月 総務課内に地域企画調整担当を配置するとともに、農村建設課を農村計画課に、農地整備

                         課を農村整備課に再編した。これに伴い、総務課管理担当を農村計画課内に、農村建設課

                         農村環境担当を農村整備課農村整備担当として配置変更し、農地整備課農地保全担当を農

村整備課農地防災担当に名称変更した。

平成30年4月 地域農政企画課畑かん営農推進担当を普及企画課畑かん営農推進担当に配置変更した。

令和 3年4月 普及企画課を地域支援課に名称変更し、地域企画担当、地域振興担当を配置した。また、

                         農業経営課を再編し、土地利用営農担当、農畜産経営担当、園芸経営担当を配置した。

令和 8年4月 農村整備課を再編し、農村整備担当、農地防災担当を配置した。

２　所管区域

  宮崎市、東諸県郡(国富町、綾町)の1市2町を所管している。

３　所掌事務

　(1) 農業に関すること。

　(2) 林業に関すること。

　(3) 水産業に関すること。

　(4) 地域振興、地方分権等に関すること。

　(5) 消防、防災及び危機管理に関すること。

　(6) 農業農村の整備に関すること。

　(7) 卸売市場に関すること。

　(8) 火薬類に関すること。

　(9) 自然公園等に関すること。

　(10)鳥獣の保護及び管理並びに狩猟に関すること。

　(11)野生動植物の保護に関すること。

　(12)海岸（農林水産省本省所管のものに限る。）に関すること。

　(13)農業経営及び農村生活の改善に関する科学的技術及び知識の普及に関すること。

　(14)農業者に対する農業経営又は農村生活の改善に関する情報提供に関すること。

　(15)新規就農を促進するための情報提供、相談その他の活動に関すること。

　(16)水源地域の保全に関すること。

　　このほか、中部管内における県出先機関の連絡調整を図るため、次の事務処理をしている。

　　・地方連絡協議会、職員互助会地区協議会に関すること。

　　・広報に関すること。

Ⅰ 中部農林振興局の組織及び概要

- 1 -

１ 行政組織



４　組織

　　８課　１６担当　７１名（令和８年４月１日現在）

　（課長１） 　地域企画調整担当
（総合政策課兼務）

　（課長１）

（総　　括）
　（課長１）

　（課長１）

（技術担当）

　（課長１）

　（課長１）
（農業普及担当）

　（課長１）

　（課長１）

　　※　水産政策課兼務職員（３）、南那珂農林振興局兼務職員（３）、児湯農林振興局兼務職員（３）を除く
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　畜産担当

農村整備課 　農村整備担当

　農地防災担当

農村計画課 　国営・計画担当

地域支援課 　地域企画担当

　農畜産経営担当

　園芸経営担当

（３）

（６）

（５）

（４）

（３）

　総務担当総　務　課

　農政推進担当地域農政企画課

農 畜 産 課 　農産園芸担当
次　　長

局　　長

　地域振興担当

農業経営課 　土地利用営農担当

次　　長

　管理担当

次　　長
林  務  課 　林政・普及担当

　森林土木担当 （２）

（５）

（３）

（４）

（３）

（３）

（３）

（６）

（１）

（３）

（５）
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２ 農林水産業の概要 

 

１ 農業の概要 

   管内は、宮崎県の中央部に位置し、宮崎市を中心とした 1 市 2 町からなる。管内総面積は 870ｋ㎡で、 

  県全体面積の 11.2％を占めている。 

   また、中央部を流れる大淀川と支流の本庄川、南部を流れる清武川、加江田川、北部のーツ瀬川など、 

  大小多くの河川流域に水田が広がり、その周辺の高台地は火山灰土壌を主体とする畑地帯である。 

   令和７年の平均気温は18.7℃(17.7℃)､年間降水量は2,152.5mm(2,625.5mm)､日照時間は2,339.3時間 

  (2,121.7 時間)と温暖多照で農業生産条件には恵まれている。(( )の数字は平年値：1991 年～2020 年) 

 

 (2) 耕地 

   管内の耕地面積は 10,912ha で、県全体の 17.7％を占め、田畑別では、水田 6,655ha(管内耕地面積の 

    61.0％）、畑 4,248ha(38.9％)となっている。宅地造成、道路用地などへの転用により、面積は年々減 

少傾向にある(データ 農林水産省 農林水産関係市町村別統計 令和７年耕地面積より)。 

 

 (3) 農家戸数及び農業従事者数 

   管内の総農家数は、4,510 戸、販売農家数は、3,292 戸である。また、農業従事者数は、5,708 人、基 

  幹的農業従事者数は、5,407 人であり、その年齢構成は 65 歳未満がそれぞれ 47.6％、47.1％を占めてい 

  る。当地域では、比較的若い世代が農業に専業的に従事しているが、農家数・農業従事者数は減少して 

  きており、認定農業者、新規就農者、集落営農組織等を中心に多様な担い手の確保・育成が重要である。 

  (データは 2025 年農林業センサス)。 

 

 (4) 農業生産の動向 

   管内の農業生産は、耕種が約７割、畜産が約３割で、特に野菜が全体の約５割を占めている。その野

菜では、きゅうり、ピーマン、ミニトマト等の施設野菜や、だいこん、さといも等の露地野菜の産地化

が進み、管内の基幹品目となっている。また、早期水稲を主体とする水稲、葉たばこや茶などの特用作

物、果樹、花きがこれに次いでいる。畜産では、肉用牛が管内全域で飼養されており、優良子牛の産地

として全国的に高い評価を受けている。 

     こうした中、県は、令和８年に「第八次宮崎県農業・農村振興長期計画（後期計画）」を策定し、本

地域も中部地域基本計画に基づき、『先進技術と地域資源をフル活用！多様な経営体が未来を切り拓く

農業・農村』を目指して、５つの重点的施策「１ 日本一のきゅうり産地維持のための生産性と収益性

の両立」、「２ スマート農業による高収益園芸産地の育成」、「３ 新たな挑戦による肉用牛生産シ

ステムの構築」、「４ マーケットインに基づく土地利用営農の振興」、「５ 有機農業の拡大による

環境保全型農業の推進」による各種施策や普及指導活動を展開している。 

   本地域の農業・農村の持続的な発展のためには、認定農業者や新規就農者をはじめ多様な人材を確保

・育成する必要があり、これらの主要な担い手が農業生産の相当部分を占めるような農業構造としてい

くことが重要である。このため、地域計画のブラッシュアップにより農地の効率的な活用と必要な基盤

整備を図り、併せて、生産基盤を強化するため、様々な農業分野でのスマート技術の導入や粗飼料生産

におけるコントラクター組織の充実等を推進している。 

   また、有機農業における「稼ぐ有機農業」を実現するために新たな技術導入による生産性の向上や、

耕畜連携の体制強化による環境にやさしい持続的農業を推進している。 
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２ 林業の概要 

  管内の森林面積は 50,123ha で、管内総面積の約 58％を占め、そのうち、国有林が 24,969ha、民有林が  

 25,154ha で概ね半々となっている。 

  民有林の 64％は人工林であり、県内平均の 56％を上回るとともに、人工林の林齢も標準伐期齢以上の林 

分が 77％を占め、森林資源は充実している。 

  しかし、森林の所有規模は極めて零細で農林複合型の経営形態が主流であることや、木材価格の長期低

迷もあり、住民の森林に対する期待や要請は木材生産機能と比較して、水源の
かん

涵養や国土保全、保健休養

機能等が高い傾向にある。 

  また、管内は素材生産が活発に行われており、伐採後の再造林や無断伐採などが課題となっている。 

  一方、脱炭素社会の構築に向けた森林・林業の役割はますます高まっていることから、除間伐等の適正

な森林整備や計画的な伐採と再造林による森林資源の循環活用の推進とともに、炭素を貯蔵できる木材の

積極的な利用が必要となっている。 

  このような中、県では令和８年に「第八次宮崎県森林・林業長期計画」を改定した。当振興局では当計 

画の地域計画に基づき、①適正な伐採と速やかな再造林の推進 ②森林経営管理制度の推進 ③多様な主 

体による森林づくりの推進を重点的に取り組むこととしている。 

   

 

３ 水産業の概要 

  本地域の海面については、まぐろはえ縄漁業及び機船船びき網漁業を主体に、小型船による一本釣、ひ

き縄、小型底びき網等の沿岸漁業が行われており、多種多様な魚介類が漁獲されている。 

生産状況は、水揚数量 1,771 トン、水揚金額 9.6 億円で本県の海面漁業総水揚数量の 1.9％、総水揚金

額の 2.7％を占めている。中でも、まぐろはえ縄漁業による水揚数量は 438 トン、水揚金額は 4.8 億円で、

管内の総水揚数量の 24.7％、総水揚金額の 49.5％を占めている。機船船びき網漁業による水揚数量は 221

トン、水揚金額は 5.2 千万円で、管内の総水揚数量の 12.5％、総水揚金額の 5.4％を占めている。 

管内漁協は、人口の集中する宮崎市内に位置しており、県内最大の消費地に近いという地理的条件を活

かしたり、機船船びき網の水産会社がちりめんの加工・販売まで一貫して行ったりするなど、鮮度の高い

水産物や高品質の水産加工品を消費者に提供することが可能である。また、本地域の沿岸は、県民が自然

と身近にふれあえる場として、重要な役割を担っている。 

  本県では、水産業を取り巻く情勢の変化に対応し、水産業の更なる成長産業化を推進するため、令和 8

年に「第６次宮崎県水産業・漁村振興長期計画（後期計画）」を策定した。この計画では、「人口減少社

会に適応した生産環境の拡大」「成長をつかむ高収益化」「気候変動に対応した持続可能な水産業の実現」

「力強くにぎわいのある漁村づくり」の 4 つの重点施策に基づく各種施策を展開し、本地域の振興を図っ

ている。 

一方、内水面については大淀川、一ツ瀬川を中心にアユ、ウナギ、シジミ等を対象とした漁業が行われ

ている。また、本地域は県内の主要な養殖ウナギの産地となっており、内陸部ではアユやコイ等の養殖も

行われている。 

 



単位
比　率
(Ａ/Ｂ)

％
年次

ha 10,912 100.0 61,800 100.0 17.7

ha 6,655 61.0 33,100 53.6 20.1

ha 4,248 38.9 28,600 46.3 14.9

戸 4,510 24,296 18.6

戸 3,292 100.0 16,213 100.0 20.3

人 5,708 100.0 25,512 100.0 22.4

人 2,716 47.6 10,192 39.9 26.6

人 2,992 52.4 15,320 60.1 19.5

人 5,407 100.0 23,976 100.0 22.6

人 2,544 47.1 9,033 37.7 28.2

人 2,863 52.9 14,943 62.3 19.2

億円 520.3 100.0 3,725 100.0 14.0

米 億円 40.2 7.7 237 6.4 17.0

雑穀・豆類・いも類 億円 9.3 1.8 81 2.2 11.5

野 菜 億円 247.9 47.6 756 20.3 32.8

果 実 億円 29.3 5.6 148 4.0 19.8

花 き 億円 χ - 78 2.1 -

工 芸 農 作 物 億円 7.4 1.4 27 0.7 27.4

そ の 他 億円 χ - 16 0.4 -

億円 354.9 68.2 1,343 36.1 26.4

肉 用 牛 億円 78.8 15.1 797 21.4 9.9

乳 用 牛 億円 3.8 0.7 98 2.6 3.9

豚 億円 32.4 6.2 580 15.6 5.6

鶏 億円 49.6 9.5 868 23.3 5.7

その他畜産物 億円 - - 1 0.0 -

億円 164.6 31.6 2,344 62.9 7.0

億円 0.7 0.1 38 1.0 1.8

億円 － － 1,235 － －

資料：年次欄の①は、農林水産統計・令和７年耕地及び作付面積統計

　　　　　　　　　 ：農林水産省大臣官房統計部

　　　年次欄の②は、2025年農林業センサス：農林水産省大臣官房統計部

　　　年次欄の③は、中部：令和６年市町村別農業産出額：農林水産省大臣官房統計部

　　　　　　　　　　県計：令和６年都道府県別農業産出額：農林水産省大臣官房統計部

　　　数値は四捨五入のため、合計が一致しない場合がある

中部地域「農業」の主要指標

R6年
③

耕 種 計

農 業 産 出 額

生 産 農 業 所 得

畜 産 計

加 工 農 作 物

総 農 家 戸 数

R7年
②

販 売 農 家

農 業 従 事 者 数

15 ～ 64 歳

65 歳 以 上

基 幹 的 農 業 従 事 者 数
（ 個 人 経 営 体 ）

15 ～ 64 歳

65 歳 以 上

項　　　　目
中　部　地　域

(Ａ)
宮　崎　県

(Ｂ)

耕 地 面 積
R7年
①

田

畑
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単　位
中部地域
（A)

宮 崎 県
(Ｂ)

(Ａ/Ｂ)％ 年度

ha 50,123 585,394 8.6 5

面 積 ha 25,154 407,656 6.2 5

人 工 林 面 積 ha 16,077 229,952 7.0 5

人 工 林 率 ％ 63.9 56.4 － 5

蓄 積 千ｍ3 10,703 145,350 7.4 5

トン 6 270 2.2 6(年次）

トン 17 2,181 0.8 6(年次）

トン 104 416 25.0 6(年次）

km 718 16,010 4.5 6

ｍ/ha 28.7 44.6 － 6

千ｍ3 4 882 0.5 6(年次）

台 161 1,136 14.2 6

経営体 52 1,545 3.4 7

人 435 3,633 12.0 2

百万円 2,142 18,217 11.8 4

林 業 経 営 体 数

林 業 就 業 者 数

林 業 所 得 （ 総 生 産 額 ）

生
産

基
盤

路 網 延 長

林 内 路 網 密 度

製 材 品 出 荷 量

高 性 能 林 業 機 械

項　　　目

森
　
林
　
資
　
源

森 林 面 積

民
　
有
　
林

特
用
林
産

物

乾 し い た け

生 し い た け

た け の こ

 

 

資料：宮崎県林業統計要覧(令和８年３月：宮崎県環境森林部) 

     令和４年度林内路網統計(令和５年３月 31 日現在：宮崎県森林経営課) 

      大淀川地域森林計画書(令和５年４月：宮崎県) 

      令和６年次特用林産物の現状と統計(令和８年２月：宮崎県山村・木材振興課) 

   2025 年農林業センサス 

      林業就業者数には、林業事業体の事務系職員を含む。 

 

中部地域「林業」の主要指標 
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単　位
宮　崎　県

(Ｂ)
(Ａ/Ｂ)

％
年次

経営体 812 13.5
R5年
①

人 2,419 10.9
R6年
②

隻 1,022 12.2

① 5 ト ン 未 満 隻 603 15.8

② 5 ト ン 以 上 隻 419 7.2

③ 計 （ ① ＋ ② ） 隻 1,022 12.2

①／③ ％ 59.0 ー

トン 9,706 7.9

トン 9.5 64.5

隻 1.3 90.3

トン 93,076 1.9

百万円 35,292 2.7

内
水
面

人 6,255 19.0

R5年
①

総 ト ン 数 766

1.1

水 揚 数 量 1,771

R6年
②

水 揚 金 額 964

漁 協 組 合 員 数 1,189

264

動 力 漁 船 数

95

30

125

76.0

125

1経営体当たりの漁船 隻数

漁船1隻当たりの平均トン数 6.1

項　　　目
中 部 地 域

(Ａ)

　
海
面
漁
業

経 営 体 数 110

漁 協 組 合 員 数

 

中部地域「水産業」の主要指標 
 

資料：年次欄の①は、2023 年漁業センサス（農林水産省大臣官房統計部） 

   年次欄の②は、令和 7 年度版宮崎県水産業協同組合要覧（令和 6 事業年） 

（注）一部数値は四捨五入のため、割合が一致しない箇所がある 



（単位：千円）
令和８年度

令和５年度 令和６年度 令和７年度 計　　　　画
2,310 2,310 2,522 4,464

82,838 48,197 13,964 未定

45,750 57,750 49,625 未定

51,072 32,817 49,366 未定

679 5,157 - -

182,649 146,231 115,477 4,464

31,064 16,547 16,432 未定

823,260 455,824 237,743 未定

5,223 19,041 1,132,823 未定

220,256 241,780 41,013 未定

74,546 120,463 105,232 未定

1,185 11,938 162,133 未定

1,155,534 865,593 1,695,376 -

319,106 19,068 18,312 未定

0 0 0 未定

9,581 29,547 24,640 未定

0 0 11,056 未定

2,504 1,320 0 未定

266 329 291 未定

0 0 0 未定

0 0 0 未定

331,457 50,264 54,299 -

1,486,991 915,857 1,749,675 -

1,292,459 1,044,772 1,233,677 608,400

591,347 608,035 576,310 797,128

124,636 48,793 76,107 75,350

53,517 86,081 21,632 未定

2,061,959 1,787,681 1,907,726 1,480,878

9,169 9,043 12,029 9,292

38,693 35,742 24,536 157,881

18,894 16,970 19,087 未定

40,812 35,880 39,472 未定

891 1,748 9,307 未定

3,772 1,258 232 未定

0 110,442 495,000 0

6,892 9,156 6,915 未定

444,649 439,433 511,933 未定

70,780 50,864 0 未定

3,046 3,884 3,894 3,843

1,482,378 638,605 81,109 309,000

4,398 11,336 144,690 0

2,124,374 1,364,361 1,348,204 480,016

5,855,973 4,214,130 5,121,082 1,965,358

（注）１  金額は総事業費である。

　　　２  事務費は除いている。

　　　３  団体営災害復旧事業については、査定決定額で記載している。

水を貯え、災害に強い森林づくり事業

森 林 づ く り 活 動 支 援 事 業

治 山 事 業

林 道 事 業

計

合　　　　　　　　計

林
　
　
務
　
　
課

計

県 営 林 ・ 県 民 の 森 等 整 備 事 業

保 安 林 整 備 事 業

野生鳥獣被害防止・有害駆除関係事業

担 い 手 対 策 基 金 事 業

松 く い 虫 被 害 要 因 除 去 事 業

し い た け 等 特 用 林 産 物 生 産 強 化 事 業

計

林業・木材産業構造改革事業(木造施設等)

森 林 整 備 事 業 （ 非 公 共 ）

森 林 整 備 事 業 （ 公 共 ）

農
村
計
画
課

農
村
整
備
課

県 営 土 地 改 良 事 業

団 体 営 土 地 改 良 事 業

県 単 土 地 改 良 事 業

肉 用 牛 振 興 対 策 事 業

養 豚 振 興 対 策 事 業

飼 料 対 策 事 業

畜 産 経 営 環 境 保 全 対 策 事 業

団 体 営 災 害 復 旧 事 業

家 畜 防 疫 対 策 事 業

畜 産 経 営 改 善 対 策 事 業

畜 産 公 共 事 業

中 山 間 地 域 振 興 対 策

小　　　　　計

農
　
畜
　
産
　
課

農
産
園
芸
関
係

農 産 関 係 事 業

園 芸 関 係 事 業

特 用 作 物 関 係 事 業

生 産 振 興 関 係 事 業

生 産 環 境 対 策 等 関 係 事 業

物 価 高 騰 対 策 ・ 災 害 対 策 関 係 事 業

小　　　　　計

畜
産
関
係

３　事業の実施状況

事　　　　　業　　　　　名

地
域
農
政
企
画
課

中山間地域等直接支払制度交付金

農業次世代人材投資事業（H29～）

新規就農者育成総合対策（R4～）【経営開始資金】

新規就農者育成総合対策（R4～）【経営発展支援事業】

地域計画策定推進緊急対策事業（R5～）

計
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Ⅱ 各課の事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務課の事業概要 
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１ 総務課の事業概要 

 

１  総務担当の主な業務 

   局の事務事業が円滑に推進できるよう組織機能を維持するための事務の執行のほか、次の事務を処理す

る。 

  (1) 総務全般事務 

 (2) 会計事務 

 (3) 工事・委託業務の入札及び契約事務 

 (4) 火薬類の許可及び取締に関する事務 

 (5) 他の主管に属さない事務 

 

 

２  地域企画調整担当の主な業務 

   局の事務事業が円滑に推進できるよう組織機能を維持するための事務の執行や、管内県出先機関相互の 

  連絡調整等を行うほか、次の事務を処理する。 

 (1) 局内連絡調整事務 

 (2) 中部地方連絡協議会の事務 

  (3) 地域振興の企画・調整事務 

 (4) 災害対策本部中部地方支部に関する事務 
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    地域農政企画課の事業概要 
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２ 地域農政企画課の事業概要 

 

１ 農政推進担当の主な業務 
 
  (1) 第八次宮崎県農業・農村振興長期計画の推進 

   「第八次宮崎県農業・農村振興長期計画（後期計画）」においては、本地域も地域基本計画に基づき、

『先進技術と地域資源をフル活用！多様な経営体が未来を切り拓く農業・農村』を目指して、５つの重

点的施策「１ 日本一のきゅうり産地維持のための生産性と収益性の両立」、「２ スマート農業によ

る高収益園芸産地の育成」、「３ 新たな挑戦による肉用牛生産システムの構築」、「４ マーケット

インに基づく土地利用営農の振興」、「５ 有機農業の拡大による環境保全型農業の推進」による各種

施策を進める。 

  
  (2) 担い手支援対策の推進 
      高齢化等による担い手の減少に対応するため、新規就農者の確保や認定農業者及び法人経営体の育成、   

集落営農への取組を支援するなど、多様な担い手の確保・育成を推進する。 
 
  ○ 農業次世代人材投資事業 
    独立・自営就農する認定新規就農者に対して交付金を交付することにより、就農後の定着を支援し、

新規就農者の確保・育成を図る。 
    ○ 新規就農者育成総合対策 
        新たに経営を開始する認定新規就農者に対して資金を助成するとともに、経営発展のための機械・

施設等の導入を親元就農も含めて支援する。 

     
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

  中部管内市町別認定農業者数等

R6年度末 R7年度末 R6年度末 R7年度末 R6年度末 R7年度末 R6年度末 R7年度末

認定農業者数 1,374 1,381 332 327 161 162 64 77
認定新規就農者数 99 68 17 2 9 3
新規就農者数（R6年次）

※　新規就農者数は、法人雇用を含めた年次（R6.1～12）の総数

宮崎市 国富町 綾町 県認定

52 5 4
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 (3) 優良農地の確保及び農地流動化の推進 

    ① 農地の転用 

        農地法の厳正かつ的確な運用により、適正な農地等の権利移動、転用の規制及び利用調整を図り、    

優良農用地の確保に努める。 

   

　単位：㎡

件数 面　積 件数 面　積 件数 面　積

第３条 － － － － － －

第４条 6 3,633.0 1 1,042.0 0 0.0

第５条 31 30,618.9 14 13,505.0 16 14,021.0

計 37 34,251.9 15 14,547.0 16 14,021.0

農地の移動状況等

　　　　　　（宮崎県知事許可分のみ）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

                                                    

   

  ② 農地中間管理事業の推進 

    農地の貸借の新しい仕組みである「農地中間管理事業」を活用し、地域の中心的な経営体等に農地    

を集積・集約することで、農作業の効率化、生産性の向上を図る。     

 

 

 

 

 

 

 

 

管内市町の農地中間管理事業借受ストック面積
単位：ha

うち中間保有 うち中間保有 うち中間保有

61,800 10,867.5 12.5 11,840.0 17.0 12,784.0 9.2

10,912 914.3 4.4 1,092.0 0.7 1,322.1 4.5

宮崎市 7,830 692.0 4.1 781.6 0.7 957.4 4.5

国富町 2,440 129.8 0.4 201.8 0.0 254.2 0.0

綾　町 642 92.5 0.0 108.6 0.0 110.5 0.0

耕地面積：農林水産省統計・令和７年耕地面積及び作付面積統計
数値は四捨五入のため、合計が一致しない場合がある

中 部 計

令和６年度末 令和７年度末令和５年度末
耕地面積

県 全 体
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 (4) 農業振興地域整備計画の管理と優良農用地の確保 

   農業生産の基盤である優良農用地を確保するため、県の基本方針に基づき市町が策定した農業振興地   

域整備計画に沿って、農業に関係した各種施策の推進や優良農用地の確保を図る。 

   また、土地の有効利用及び地域の健全な発展がなされるよう関係機関の意見を踏まえ、農業振興地域   

整備計画の適正な管理・運営について、管内市町に対し指導・助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

(5) 中山間地域の活性化 

  

① 中山間地域等直接支払交付金 

中山間地域等において、農業生産の維持を図りつつ耕作放棄地を防止し多面的機能を確保するため、     

協定を締結した集落等に交付金を交付する。 

                                                                                （単位：千円） 

年 度 事   業   名  市町名 事業費 事 業 内 容  

 

 

令和７  中山間地域等直接支払交付金 

 （国庫 1/2 以内、県 1/4 以内） 

綾  町 

 

2,522 

 

交付対象     ４集落 

交付対象面積  430,667 ㎡  

 

 

 

 

 

農業振興地域整備計画の全体・個別見直し回数及び面積の変動（令和８年３月末現在）
令和５年度

回数 編入（㎡） 除外（㎡） 回数 編入（㎡） 除外（㎡） 回数 編入（㎡） 除外（㎡）

宮崎市 1 776 7,831 2 1,770 8,467 7 1,746 8,811
国富町 1 0 3,143 1 0 394 1 0 1,746
綾　町 2 64 31,257 0 0 0 0 0 0

令和６年度 令和７年度

農業振興地域整備計画（令和８年４月末現在）

現行計画
地域指定 計画認可 回数 認可（同意）年度 認可（同意）年月日

S56,S63,H9,H10,H18,
H24,R5
S50,S56,H2,H7,H14,
H25,R2

綾　町 S47. 9.26 S49. 3.30 3 S53,H6,H14,R2 R3. 2. 1　同意 R2年度完了

計　画　の　策　定　状　況
当初計画策定 計　画　変　更

宮崎市

国富町 R2年度完了

R5年度完了

R3. 3.26　同意

R5. 4.10　同意

S47. 3. 9S45.12.25

S49. 5.30S46.11. 4

5

6

全体見直し

農業振興地域整備計画の農用地区域の用途区分別面積（令和６年12月末現在）

田 畑 樹園地
採　草
放牧地

計

宮崎市 34,568 7,340 4,163 2,303 554 8 7,020 0 75 238
国富町 8,456 2,562 1,623 720 136 21 2,478 0 39 23
綾　町 3,020 630 273 181 111 0 565 0 49 16

計 46,044 10,531 6,059 3,204 800 28 10,063 0 163 276
（ラウンドのため合計は一致しない）

（単位：ha）
農　　用　　地

農業振興地域
総　面　積

農用地区域
総　面　積

混牧
林地

農業用
施　設
用　地

混牧林地
以 外 の
山林原野
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 (6) 農業金融対策の充実 

   基本となる農業制度資金を一つの資金として措置した「みやざきの農を支えるひなた資金」制度の円   

滑な運用を推進し、意欲と能力のある農業者の経営を金融面から支援する。 

    

     （単位：上段 件、下段 千円）

宮崎市 国富町 綾町
合計

（Ａ）
６年度実績
（Ｂ）

対前年比
（Ａ／Ｂ）

農業近代化資金
106

921,550
8

63,590
12

33,750
126

1,018,890
95

650,810 156.6％

農業経営負担軽減支援資金
0
0

1
19,500 －

災害資金
0
0

0
0 －

経済変動・伝染病等対策資金
3

25,000
3

25,000
3

5,800 431.0％

肥育素牛価格変動対策資金
0
0

0
0 －

106
921,550

11
88,590

12
33,750

129
1,043,890

99
676,110 154.4％

69
550,870

16
93,710

14
31,530

99
676,110 － －

167.3% 94.5% 107.0% 154.4% － －

制度資金利子補給等の承認状況（令和７年度）

６年度実績（Ｄ）

対前年比（Ｃ/Ｄ）

　　　　　　　　　　　市 町 名
   資  金  名

合　　　計（Ｃ）

み
や
ざ
き
の
農
を
支
え
る

ひ
な
た
資
金

 

 

 

    

   　　　　　　　　  年　度
　資 金 名

H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

農業経営基盤強化資金
（スーパーＬ）

農業近代化資金 15,370 729,360 631,160 1,647,560 660,400 450,700 650,810 1,018,890

農業経営負担軽減支援資金 18,460 43,060 19,500

経済変動・伝染病等対策資金 129,000 10,000 15,000 3,000 5,800 25,000

口蹄疫緊急対策資金

宮崎農業安全安心対策資金

農業改良資金

農業経営改善促進資金
（スーパーＳ）

宮崎県農業災害資金

宮崎県原油家畜飼料価格高騰
対策農業緊急支援資金

　　　　　合　　計 15,370 747,820 760,160 1,700,620 675,400 453,700 676,110 1,043,890

　　　        （単位：千円）
年度別制度資金貸付適格認定及び承認等の状況
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 (7) 農業団体の育成・指導 

    農業者の相互互助組織である農業協同組合や農業経営のセーフティネット機能を担う農業共済組合の

活動に対し設置根拠法令の面から育成・指導し、持続的な地域農業の振興を図る。 

  ＜中部地区の農業団体＞ 

団 体 名 設 立 事 業 区 域 根 拠 法 

宮崎県農業協同組合 

 宮崎中央地区本部 
R6.4.1 総合事業 

宮崎市、国富町 農業協同組合法 

宮崎県農業協同組合 

 綾町地区本部 
R6.4.1 総合事業 

綾町 農業協同組合法 

宮崎県農業共済組合 

 中部センター 
H31.4.1 農業共済事業の運営 

宮崎市、国富町、 

綾町 

農業保険法 

 

  (8) 地産地消及び食育の推進  

    「みやざきの食と農を考える県民会議中部地域支部」を推進母体とし、食育ティーチャーの自主的な

活動支援や、「味覚の授業」等を通して「食の安全・安心」と「食育・地産地消」の一体的な取組を推

進する。 

 

   ・中部地域支部食育ティーチャー数 22 名、活動数 19 件 

 

   ・「味覚の授業」実施校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村 学校名 参加児童数

生目台東小学校 52人

那珂小学校 48人

高岡小学校 83人

学園木花台小学校 54人

住吉小学校 139人

清武小学校 121人

大久保小学校 23人

潮見小学校 70人

宮崎大学教育学部附属小学校 98人

檍北小学校 133人

宮崎小学校 84人

田野小学校 98人

木花小学校 46人

ひなた中学校(昼間部） 46人

国富町 木脇小学校 45人

綾　町 綾小学校 55人

合　計 16校 1,195人

宮崎市
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 (9) 食品表示法に基づく適切な食品表示の推進    

    食品関係者の食の安全・安心に対する意識の醸成を図るため、食品表示法に基づく、個別巡回等によ

り表示状況に対する監視・指導等を行い、食品関係者に対するコンプライアンスの徹底及び食品品質表

示の適正化を推進する。 

  令和７年度食品表示個別巡回調査数 68 件 

 

 (10) ６次産業化の推進 

    農業の新たな成長産業化・食資源の高付加価値化を図り、生産のみならず加工・販売まで取り組む意  

     欲的な農業者や農業法人を核となる担い手として育成・確保するとともに、６次産業化や LFP（ローカ    

     ルフードプロジェクト）を通じて企業間の連携や農業における新たな価値の創出に向けたチャレンジを 

     支援する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

(11)水産業の振興 

① 共同利用施設等の整備 

漁業の生産性や所得向上に資するため、水産関係事業の実施により生産基盤の整備を図る。 

（共同利用施設の改修 2 件） 

② 最適な資源管理の促進 

水産資源の持続可能な利用を図るため、効果的な種苗放流の活動支援や資源状況に応じた利用を促進

する。（ヒラメ種苗放流 31 千尾） 

③ 漁業担い手の育成 

漁業技術の発展と漁業後継者の確保・育成、漁村地域の活性化を図るため漁業研修の実施や水産業    

改良普及事業による情報提供、技術指導及び漁業者の行う自主的な研究実践活動に対する支援を行う。 

   （中期漁業研修 1 件） 

④ 遊漁船業の登録 

遊漁船業を営む者に対する登録業務を行い、業務の適正な運営と利用者の安全確保等に努める。（遊

漁船の登録 44 件（R8.3 月末時点）） 

⑤ 水産業制度資金の利用推進 

近代的な漁業技術、漁ろう・操船の安全性向上、合理的な生活方式の導入を促進するため、沿岸漁       

業改善資金の積極的な活用を推進する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

６次化総合化事業計画認定一覧（件数） 令和 8 年 3 月 31 日現在

県内 中部 宮崎市 国富町 綾町 

113 23 0 0 0 0

累計件数 実施計画期間内管内件数
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 ○ 管内沿岸漁業協同組合 

  ① 事業年度の期間及び令和 6 事業年度の正組合員数                  (単位:人) 

一ツ瀬漁業協同組合 0

檍 浜 漁 業 協 同 組 合 0

宮 崎 漁 業 協 同 組 合 2

宮崎市漁業協同組合 0

管 内 合 計 2135 9 146

4月から3月まで 47 4 53

4月から3月まで 35 4 39

4月から3月まで 31 1 32

1月から12月まで 22 0 22

漁　　協　　名 事業年度の期間
正組合員数

個　　人 法　　人 漁業生産組合 計

 

資料：令和 7 年度版 宮崎県水産業協同組合要覧（令和 6 事業年度） 

 

  ② 令和５事業年度の水揚高                         (単位:トン､干円) 

数量 金　額 数量 金　額 数量 金　額 数量 金　額

一ツ瀬漁業協同組合 0 0 68 56,633 0 0 68 56,633

檍 浜 漁 業 協 同 組 合 56 42,728 0 0 0 0 56 42,728

宮 崎 漁 業 協 同 組 合 204 94,116 318 366,125 0 0 522 460,241

宮崎市漁業協同組合 192 192,156 933 211,977 0 0 1,126 404,133

管 内 合 計 452 329,000 1,319 634,735 0 0 1,771 963,735

漁　　協　　名

地元水揚高
(Ａ)

組合員の地元外
水場高(Ｂ)

組合員以外の者の
地元水揚高(Ｃ)

属人水揚高
(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

資料：令和 7 年度版 宮崎県水産業協同組合要覧（令和 6 事業年度） 

（注）四捨五入の関係で計と内訳が一致しない箇所がある 

 

 ○ 管内内水面漁業協同組合及び養殖漁業協同組合  

   事業年度の期間及び令和 6 事業年度の組合員数            (単位:人) 

正組合員 準組合員 計

230 86 316

38 3 41

21 92 113

48 32 80

22 0 22

37 0 37

40 147 187

45 163 208

157 28 185

638 551 1,189

18 0 18

綾 漁 業 協 同 組 合 4月～3月

計

宮 崎 県 養 鰻 漁 業 協 同 組 合 4月～3月

境 川 漁 業 協 同 組 合 4月～3月

高 岡 川 漁 業 協 同 組 合 4月～3月

国 富 漁 業 協 同 組 合 1月～12月

倉 岡 木 脇 漁 業 協 同 組 合 4月～3月

木 花 内 水 面 漁 業 協 同 組 合 4月～3月

清 武 川 漁 業 協 同 組 合 4月～3月

漁　　　協　　　名 事業年度の期間
組　合　員　数

宮 崎 内 水 面 漁 業 協 同 組 合 6月～5月

大 淀 川 第 一 漁 業 協 同 組 合 4月～3月

 
資料：令和 7 年度版 宮崎県水産業協同組合要覧（令和 6 事業年度） 
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     農畜産課の事業概要 
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３ 農畜産課の事業概要 

 

１ 農産園芸担当の主な業務 

  中部地域は、冬季温暖で多照な気候を生かし、水田地帯では、早期水稲のほか、きゅうり、ピーマン、

トマト等の施設野菜が生産され、畑地帯では、だいこん、かんしょ、葉たばこや茶等の土地利用型作物等

の多くの品目が生産され、農業産出額に占める耕種部門の比率が高い地域である。 

  管内農業者の所得向上と農産物の持続的な安定生産のため、生産コストの削減や高収益な作付け体系へ

の転換やハウス団地の整備、環境制御装置の導入を推進し、生産力の強化を図る。 

  また、担い手の減少に対応するため、スマート農業技術を活用した省力・高効率生産体制の構築に取り

組み、新規就業者の参入・定着を進める。併せて、安全・安心な農産物の生産振興を図り、多様化する実

需者ニーズに対応できる産地づくりを関係機関・団体と一体となって進める。 

 

 (1) 普通作物の振興 

 生産者の創意工夫と地域の自主性を生かしながら、主食用米や加工用米、ＷＣＳ用稲などのバランス

の取れた米生産や、耕畜連携による飼料生産、露地野菜等の高収益作物の導入による輪作営農・機械化

一貫体系の確立によって、水田の高度利用と高収益化を進める。 

 また、県産米改良協会と連携し、WCS用稲の高品質な種子籾生産の取組を推進する。 

 

水稲生産の推移

作付面積 単収 収穫量 作付面積 単収 収穫量 作付面積 単収 収穫量

(ha) (kg/10a) (t) (ha) (kg/10a) (t) (ha) (kg/10a) (t)

宮崎市 2,210 480 10,600 2,050 469 9,590 2,210 484 10,700

国富町 400 467 1,870 403 470 1,890 432 473 2,040

綾町 93 455 423 84 458 385 66 462 305

中部計 2,703 477 12,893 2,537 468 11,865 2,708 482 13,045

県計 14,700 486 71,400 14,500 481 69,700 15,100 492 74,300

資料：農林水産省九州農政局資料

令和５年産実績 令和６年産実績 令和７年産実績

区分

 

 

 (2) 野菜の生産振興 

   施設野菜については、低コスト耐候性ハウスやＡＰ２号改良型ハウス、高軒高ハウス等の整備による

生産基盤の強化や、複合環境制御装置の導入推進による生産技術の高度化を図り、競争力の高い産地づ

くりを進める。 

   露地野菜については、畑地かんがいの利用等安定生産技術の導入や、省力機械の利用促進等による規

模拡大を図るとともに、国内外の産地間競争に対応できる加工・業務用野菜産地の育成を進める。 
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令和７年産作付面積及び生産量

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

かんしょ （食用） 591 8,683 37 595 18 299 12 237 7 59

ばれいしょ（青果） 19 276 14 191 6 96 0 0 8 95

き ゅ う り 473 49,017 307 36,232 246 29,544 34 3,282 27 3,406

ト マ ト 類 91 8,728 44 3,826 44 3,797 0 17 0 12

な す 50 2,144 44 1,997 44 1,990 0 0 1 7

ピ － マ ン 228 20,310 50 4,854 41 3,715 9 1,139 0 0

か ぼ ち ゃ 53 502 5 83 4 78 0 0 1 5

い ち ご 47 1,471 21 749 21 738 0 6 0 5

メ ロ ン 24 540 10 196 10 196 0 0 0 0

に ら 61 2,197 8 255 0 0 8 255 0 0

ス イ － ト コ － ン 211 1,931 45 354 43 335 2 18 0 1

ブ ロ ッ コ リ ー 59 490 24 177 20 159 0 0 4 18

キ ャ ベ ツ 362 12,200 18 709 18 687 0 0 1 22

は く さ い 164 10,338 6 195 6 180 0 0 0 15

ほうれんそう（青果） 17 329 1 30 1 27 0 0 0 3

深 ね ぎ 23 256 7 77 4 56 0 2 3 19

レ タ ス 8 218 4 29 1 1 0 0 3 28

た ま ね ぎ 18 368 7 111 6 77 0 0 2 34

ら っ き ょ う 38 680 8 133 8 133 0 0 0 0

だいこん（青果） 137 6,163 33 999 33 969 0 0 1 30

だいこん（加工） 617 14,521 224 2,746 102 896 119 1,838 3 12

にんじん（青果） 107 3,074 10 309 6 228 0 0 4 81

ご ぼ う 379 5,979 5 62 1 22 0 0 4 40

さ と い も 282 3,795 89 863 77 769 11 77 2 17

し ょ う が 42 991 22 513 20 490 0 0 2 23

宮崎県
区　分

い も 類

国富町中部管内 宮崎市 綾町

資料：「市町村集計による　野菜・花き生産出荷実績及び計画」　令和８年４月

野 菜

 

(3) 花きの生産振興 

 洋ラン類やキク等の主力品目については、気候変動への対応など生産体制の強化を進めるとともに、

キイチゴ（ベビーハンズ）等、マーケットニーズの高い新たな品目の生産拡大等による産地力の強化や

本県オリジナル品種を活用した「みやざきの花」の有利販売対策を推進する。  

令和６年産作付面積及び生産量

作付面積(a)
出荷量

(千本)
作付面積(a)

出荷量

(千本)
作付面積(a)

出荷量

(千本)
作付面積(a)

出荷量

(千本)
作付面積(a)

出荷量

(千本)

大 ･ 中 輪 キ ク 3,193 6,751 χ χ 801 2,031 0 0

バ ラ 243 1,252 χ χ 0 0 0 0

ト ル コ ギ キ ョ ウ 177 540 72 245 χ χ 0 0

キ イ チ ゴ 436 730 210 430 χ χ 0 0

ファレノプシス(鉢物) 475 220 χ χ 0 0 0 0

パ ン ジ ー 607 2,911 100 538 χ χ 0 0

ペ チ ュ ニ ア 168 726 90 355 χ χ 0 0

サ ル ビ ア 99 398 40 157 0 0 0 0

資料：「市町村集計による　野菜・花き生産出荷実績及び計画」　令和８年４月

χは秘匿処理を施したもの

花 き

国富町宮崎市 綾町中部管内
区　分

宮崎県
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 (4) 果樹の生産振興 

   主要ブランド品目等の生産基盤強化やライチ等の産地化を図り、変化する消費者ニーズや販売チャネ

ルへ対応できる産地づくりを推進するとともに、加工・業務向け商品の開発、加工・流通事業者と連携

した販売力の強化、輸出に向けた果樹産地の育成する。 

令和７年産作付面積及び生産量

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

作付面積

(ha)

収穫量

(t)

505.9 8,597.2 100.9 1,617.6 99.1 1,607.6 0.0 0.0 1.8 10.0

極 早 生 319.4 6,040.6 50.8 1,052.5 50.2 1,048.5 0.0 0.0 0.6 4.0

早 生 141.1 1,868.6 46.9 495.0 45.7 489.0 0.0 0.0 1.2 6.0

普 通 45.5 620.7 3.2 66.8 3.2 66.8 0.0 0.0 0.0 0.0

139.8 3,011.3 66.1 1,303.2 51.8 1,073.2 0.0 0.0 14.3 230.0

101.6 2,564.2 10.1 274.5 7.9 249.5 0.0 0.0 2.2 25.0

104.7 973.9 0.6 4.3 0.4 2.8 0.0 0.0 0.2 1.5

39.0 270.2 6.2 39.7 0.5 6.1 5.7 33.6 0.0 0.0

482.7 375.5 2.2 4.0 2.1 3.9 0.0 0.0 0.1 0.1

82.2 1,227.8 34.2 517.5 28.5 436.9 4.5 69.6 1.2 11.0

1.2 21.5 1.2 21.5 1.2 21.5 0.0 0.0 0.0 0.0

4.9 22.6 1.8 6.5 0.9 3.0 0.0 0.0 0.9 3.5

温　　州

綾町

資料：令和７年産宮崎県果樹栽培状況等調査

落葉果樹

常緑果樹

亜熱帯果樹

く り

宮崎県 中部管内

き ん か ん

ぶ ど う

か き

宮崎市 国富町

日 向 夏

マ ン ゴ ー

パ パ イ ア

ラ イ チ

区　分

 
 

  (5) 特用作物等の生産振興 

  ① 茶 

     高品質茶の生産体制の強化を基軸に、海外での需要が高い有機栽培茶など輸出を視野に入れた国際

競争力のある生産体制の確立や、ＧＡＰ認証取得等、消費者ニーズに対応した多様な茶の生産対策に

取り組み、茶業経営の安定化を図る。 

令和７年産作付面積及び生産量

栽培面積

(ha)

荒茶生産量

(t)

栽培面積

(ha)

荒茶生産量

(t)

栽培面積

(ha)

荒茶生産量

(t)

栽培面積

(ha)

荒茶生産量

(t)

特用作物 1,110.0 2,880.0 93.1 321.3 57.2 174.1 35.9 147.2

宮崎県

資料：令和７年産「茶生産流通実態調査」

茶(荒茶)

区　分

国富町中部管内 宮崎市

 
 

 ② 原料用かんしょ 

    ウイルスフリー苗の導入等によるさつまいも基腐病防除対策による収量・品質の向上を進めるほか、

低コスト化・省力化を推進し、実需者ニーズに対応できる産地の育成を目指す。 

 

   ③ 葉たばこ 

     収量・品質の向上を進めるほか、低コスト化・省力化を推進し個々の農家に応じた経営規模を確保

するとともに、葉たばこからの品目転換を希望する生産者に対し、他作物への円滑な転換が図れるよ

う耕作組合と連携した支援を行う。 

令和７年産作付面積及び生産量

収穫面積

(ha)

収穫量

(t)

収穫面積

(ha)

収穫量

(t)

収穫面積

(ha)

収穫量

(t)

収穫面積

(ha)

収穫量

(t)

特用作物 248.1 636.0 178.9 463.8 151.4 383.9 27.5 79.9

区　分
宮崎市 国富町宮崎県 中部管内

資料：令和７年産「宮崎県たばこ耕作組合資料」

葉たばこ
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（6）生産環境対策・環境保全型農業の推進 

   農業の持続的な発展を図るため、化学肥料や化学農薬の使用を可能な限り控えた環境と調和した環境

保全型農業に取り組む生産者やＭＩＹＡＺＡＫＩ－ＧＡＰ等の取組を支援する。また、農薬の適正使用

や農作業安全対策の啓発を図るとともに、野生鳥獣による農作物被害については、地域が一体となった

被害防止対策と効果的な捕獲を組み合わせた集落ぐるみの総合対策を推進する。 

   

 （7）輸出向け農産物育成の推進 

   輸出先国のニーズに対応した生産・出荷施設の整備に関する支援を行う。 

 

 （8）農業用廃プラスチック適正処理の推進 

   施設園芸やマルチ栽培等に伴い排出される農業用塩化ビニル、ポリフィルム等の回収体制を整備し、

リサイクルを基本とした農業用廃プラスチックの適正処理の支援を行う。 

 

 

【令和７年度農産園芸関係事業実績一覧】  

事業名 市町名 負担区分 事業実施主体名 事業内容 事業費 補助金 適要

宮崎市
国富町

国定額 農業再生協議会 制度の推進、現地確認等 13,465 13,465

綾町 国定額 農業再生協議会 制度の推進、現地確認等 2,589 2,581

未来に繋げる水田農業
経営体育成事業

宮崎市 県定額 農業再生協議会
水田裏作における新規作物の栽培技術実
証

378 331 ゴボウ

小　計 16,432 16,377

農産関係

経営所得安定対策等推
進事業

（単位：千円）

 

事業名 市町名 負担区分 事業実施主体名 事業内容 事業費 補助金 適要

強い農業づくり総合支援
交付金

宮崎市 国1/2 法人経営体 【農産物処理施設】碾茶加工施設 1,072,720 487,474 茶

宮崎市 県定額 営農集団 更新園地（中切りまたは深刈）　2,906a 1,162 1,162 茶

国富町 県定額 営農集団 更新園地（中切りまたは深刈）　1,729a 692 692 茶

みやざき茶有機転換推
進事業

宮崎市 県1/3 営農集団
自走式巻取機2台、直進アシスト装置１台、
生葉運搬用コンテナ（3.5mタイプ）１台

4,997 1,513 茶

国1/2
【次期作への対応】
ｳｲﾙｽﾌﾘｰ苗等の利用、苗および苗床の消
毒、予防・治療薬剤散布、堆肥散布

6,806 3,057 かんしょ

国1/2
【R7当期作の取組】
予防・治療薬剤購入・散布

207 93 かんしょ

国富町 国1/2 営農集団

【次期作への対応】
ｳｲﾙｽﾌﾘｰ苗・健全種いもの利用、苗および
苗床の消毒、土壌消毒、残渣処理、薬剤散
布

11,878 5,397 かんしょ

畑作物産地生産体制確
立・強化緊急対策事業

宮崎市 国1/2 営農集団
マニアスプレッダ1台、マルチャー（トラクター
セット）1台、肥料散布機１台、土壌消毒機２
台、ハーベスター１台ほか

34,361 15,618 かんしょ

小　計 1,132,823 515,006

特用作物関係

茶園更新推進事業

さとうきび増産基金事業

宮崎市

（単位：千円）

営農集団
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園芸関係

事業名 市町名 負担区分 事業実施主体名 事業内容 事業費 補助金 適要

国1/2 営農集団
低コスト耐候性ハウス（2棟2,526㎡）、附帯
施設（ヒートポンプ、環境制御装置、炭酸ガ
ス発生装置）

80,223 36,465 ピーマン

国3/10 法人経営体
低コスト耐候性ハウス（１棟2,100㎡）、附帯
施設（ヒートポンプ、環境制御装置、細霧冷
房、炭酸ガス発生装置）

84,150 22,950 きゅうり

国1/2 農業再生協議会

自動操舵システム一式、マルチ被覆機3台、
油圧ショベル草刈機一式、イモ収穫機1台、
肥料散布機セット２台、ハーフソイラ1台、ス
パイクローラー1台

15,940 7,243 かんしょ

国1/2 農業再生協議会
トラクター２台（、35ps）、自走式大根収穫機
１台、自動操舵システム

34,558 15,707 だいこん

宮崎市 県1/3 法人経営体 セーフティローダー（積載車）１台 7,271 2,203 だいこん

綾町 県1/2 営農集団 作業委託料（収穫） 580 290
加工用ほうれんそ
う

県1/3以内 営農集団 新規品目の導入に要する種苗代 1,372 119 花き

県1/3 営農集団 果実非破壊測定器（ハンディタイプ）４台 816 245 マンゴー

県1/3 営農集団 果実非破壊測定器（ハンディタイプ）１台 121 36 マンゴー

県1/2 営農集団
自動かん水タイマー、液肥混入機、新防虫
ネット、天敵製剤

9,403 3,502
きゅうり、ピーマ
ン、ミニトマトほか

綾町 県1/2 営農集団
自動かん水タイマー、新防虫ネット、天敵製
剤

1,809 817 きゅうり

みやざき果樹花き産地
生産力強化事業

宮崎市 県定額 法人経営体 日向夏花粉樹品種の導入 1,500 1,500 日向夏

小　計 237,743 91,077

未来へ繋ぐ施設園芸ス
タイルシフト推進事業

宮崎市

強い農業づくり総合支援
交付金

宮崎市

産地生産基盤パワー
アップ事業

宮崎市

加工・業務用野菜日本
一産地確立事業

（単位：千円）

 

 

 

事業名 市町名 負担区分 事業実施主体名 事業内容 事業費 補助金 適要

国富町 県1/3 営農集団
CO2発生装置  ３台
局所施用　４基

5,024 1,521 施設きゅうり

綾町 県1/3 営農集団 CO2発生装置   ２台 2,072 627 施設きゅうり

宮崎市 国1/2 営農集団
検討会開催、自力施行技能研修、ハウス補
強、非常用電源導入

33,027 15,024
きゅうり、マンゴー
ほか

国富町 国1/2 営農集団 検討会開催、非常用電源導入　１台 890 404 きゅうり、ピーマン

小　計 41,013 17,576

スマート＆グリーンで目
指す耕種農業産出額Ｕ
Ｐ事業

園芸産地における事業
継続強化対策

生産振興関係 （単位：千円）
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事業名 市町名 負担区分 事業実施主体名 事業内容 事業費 補助金 適要

国定額 防護柵の設置（36,162m） 35,776 35,776

国定額 緊急捕獲による個体数調整 14,912 14,912

国1/2 被害防止活動の推進 1,524 1,230

国定額 防護柵の設置（2,310m） 6,012 6,012

国定額 緊急捕獲による個体数調整 6,391 6,391

国1/2 被害防止活動の推進 433 216

国定額 緊急捕獲による個体数調整 3,502 3,502

宮崎市 国定額 宮崎市 推進事業費 613 600

綾町 国定額 綾町 推進事業費 1,096 881

宮崎市
国1/2
県1/4

営農集団
堆肥の施用、カバークロップ、有機農業の
取組

12,683 9,512

国富町
国1/2
県1/4

営農集団
堆肥の施用、カバークロップ、有機農業の
取組

3,069 0

綾町
国1/2
県1/4

営農集団 有機農業の取組 9,966 7,474

みどりの食料システム戦
略緊急対策交付金（ＳＤ
Ｇｓ対応型施設園芸確
立）

宮崎市 国1/2等 協議会

環境負荷軽減および生産性の向上を両立し
た持続可能な営農モデル確立（検討会、高
機能遮熱ネット＋電熱線による培地加温技
術体系実証）

7,947 5,254 きゅうり

宮崎市 県協1/2 協議会
協議会運営費
リサイクルパートナー経費

884 380 全般

国富町 県協1/2 協議会
協議会運営費
リサイクルパートナー経費

288 143 全般

綾町 県協1/2 協議会
協議会運営費
リサイクルパートナー経費

136 67 全般

小　計 105,232 92,351

生産環境対策等関係

宮崎県環境保全型農業
直接支払推進事業

環境保全型農業直接支
払交付金

宮崎県農業用廃プラ適
正処理対策推進事業

鳥獣被害防止総合対策
交付金

（単位：千円）

宮崎市 有害鳥獣対策協議会

国富町 有害鳥獣対策協議会

綾町 有害鳥獣対策協議会
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事業名 市町名 負担区分 事業実施主体名 事業内容 事業費 補助金 適要

宮崎市
県1/2
(上限5百万
円)

個人11経営体、法人3経
営体

トラクター3台、田植機4台、コンバイン2台、
乾燥機5台、レベラー1台、ドローン1台

81,414 36,363 水稲、だいこん

国富町
県1/2
(上限5百万
円)

個人2経営体、法人1経
営体

肥料薬剤散布機1台、畝立てマルチ機2台、
リヤグレーダ1台、バックホウ1台

6,490 2,950
かんしょ、だいこ
ん、葉たばこ

露地園芸物価高騰緊急
対策事業

宮崎市 県1/2 個人1経営体 ホイールローダー 3,449 1,567
サツマイモ
だいこん

県1/2 営農集団 炭酸ガス発生装置4台、環境測定装置 29,177 13,248
きゅうり、ﾋﾟｰﾏﾝ、ﾏ
ﾝｺﾞｰ、ほか

県1/3 営農集団
パイプの交換、柱の改修、谷部改修、ハウ
スの補強

30,086 9,098
きゅうり、ﾋﾟｰﾏﾝ、ﾏ
ﾝｺﾞｰ、ほか

国富町 県1/3 営農集団 パイプの交換、谷部改修 8,452 2,552
きゅうり、ﾋﾟｰﾏﾝ、
にら、キク

綾町 県1/3 営農集団 パイプの交換、谷部改修 3,065 924
きゅうり、ﾏﾝｺﾞ-、
日向夏

小　計 162,133 66,702

全体計 1,695,376 799,089

（単位：千円）

施設園芸物価高騰緊急
対策事業

宮崎市

水田農業物価高騰緊急
対策事業

物価高騰対策・災害対策関係
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畜産農家の飼養戸数・頭数

農場数
頭羽数

(頭･千羽)
農場数

頭羽数
(頭･千羽)

農場数
頭羽数

(頭･千羽)
農場数

頭羽数
(頭･千羽)

農場数
頭羽数

(頭･千羽)

乳 用 牛 174 12,400 3 440 3 440 - - - -

肉 用 牛 4,509 248,400 535 25,600 350 15,480 131 7,040 54 3,080

豚 373 721,900 26 33,610 10 4,760 8 8,150 8 20,700

採 卵 鶏 3,098 22 20 2 0

ブ ロ イ ラ ー 28,155 952 567 297 88

そ の 他 1,826 179 167 9 4

資料：市町村別家畜飼養頭数（肉用牛・乳用牛：令和7年2月1日現在、それ以外：令和6年2月1日現在）

宮崎県 中部管内

928 57 42 11 4

宮崎市 国富町 綾町

２ 畜産担当の主な業務 

 「第八次宮崎県農業・農村振興長期計画」の畜産版アクションプランとなる「みやざき畜産共創プラン」

に基づき、畜産経営の土台となる農場防疫をさらなる強化、飼養規模拡大やスマート畜産等の導入等によ

る「生産力の強靱化」、新たな担い手の確保育成等の「人材力の強靱化」、耕畜連携体制の構築等の「地

域資源循環の強化」に、関係機関及び団体と一体となって取り組む。 

 

 

 

(1) 肉用牛振興対策 

「中部地区『人・牛プラン』」に沿って、高品質で低コストな肉用牛生産と安定的な牛肉の供給体制

の確立を図る。 

  ① 肉用牛改良対策 

肉用牛の改良では、「宮崎県肉用牛改良総合対策事業」に基づき、優秀な基幹種雄牛の造成に資す

る繫殖基礎雌牛群の改良対策に取り組む。 

また、管内肉用牛の経済的能力の一層の向上を図るため、育種価等を活用した適正交配・選抜によ

る優良子牛を生産し、さらなる能力の高い繁殖雌牛の保留に努めるとともに、受精卵移植技術を活用

した改良の効率的なスピードアップに取り組む。 

 

  ② 肉用牛生産対策 

肉用牛生産基盤の維持及び強化を図るため、「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（畜産ク

ラスター事業）」等を活用した施設整備、機械導入、家畜導入及びスマート畜産実現のためのＩＣＴ

機器の導入を推進する。 

また、母牛の生産性向上を図るために高齢母牛等の更新に努め、子牛生産の生産能力向上に努める。 

 

 

 

 

 



 - 34 - 

 (2) 酪農振興対策 

生産性向上や分業化の推進を図るため、国庫補助事業等の活用を推進する。 

また、飼料価格高騰対策への対応として、乳質改善や生産性向上の取組として、「酪農経営体質強化

緊急支援事業」を活用し、経営の効率化、安定化を推進する。 

 

 (3) 養豚振興対策 

国内外産豚肉の競争が一層激化する中、養豚産業が将来にわたって成長を続けるため、国庫事業等の

活用を推進するとともに、優良種豚の効率的利用や個体能力を最大限に発揮できる飼養環境の改善等に

よる生産性向上を推進する。 

 

 (4) 養鶏振興対策 

畜産クラスター事業等を活用した生産基盤の強化を図り、高病原性鳥インフルエンザの発生を防止す

るため、市町自衛防疫推進協議会等と連携し、「「４本柱」で支えるひなた家畜防疫体制事業」等を活

用して、農場における飼養衛生管理の徹底を推進する。 

また、みやざき地頭鶏は、みやざき地頭鶏事業協同組合と連携して、中部地域みやざき地頭鶏協議会

の取組を支援し、生産から販売に至る組織的な活動の強化を図る。 

 

 (5) 養蜂振興対策 

 養蜂振興法に基づく飼育届の受理及び転飼許可を行い、蜂群の適正配置を図るための飼育調整等を行

う。 

 

 (6) 飼料対策 

輸入飼料に依存しない足腰の強い畜産経営体の育成を図るため、飼料作物の生産性向上と調製利用技

術の普及促進を図るとともに、コントラクター組織の育成・強化に向け支援を行う。 

 

 (7) 畜産経営環境保全対策 

家畜排せつ物の適正処理と有効利用を図るため、家畜排せつ物法に基づく適正管理指導や家畜排せつ

物処理施設の適切な運転管理のための助言・指導等を実施する。 
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 (8) 畜産経営改善対策 

畜産経営の安定的な発展を図るため、生産性向上、飼料自給率の向上等を目的とした補助事業等の活

用を推進するとともに、関係機関及び団体と連携を図りながら、地域の担い手となる認定農業者や農業

法人等に対する経営計画達成に向けた指導及び助言等を行う。 

また、「近代化資金」や「農業経営基盤強化資金」等の各種の制度資金を積極的に活用し、認定農業

者や農業法人等の担い手の育成を図るとともに、負債の償還が困難な畜産経営に対し、長期・低利の「畜

産特別資金融通事業」への借り換えを進めるとともに、経営改善指導の支援を行う。 

 

 (9) 家畜防疫対策 

近隣諸国での口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ、アフリカ豚熱の発生が見られる中、国内でも豚熱

や高病原性鳥インフルエンザの発生が継続しており、特に、豚熱においては、本県でも野生イノシシで

の陽性が拡大するとともに、養豚場においても発生した。 

このように、家畜伝染病の県内農場への侵入リスクは依然高い状況にあることから、防疫の基本であ

る農場防疫の徹底をはじめ、水際防疫、地域防疫、迅速な防疫措置についても、一層の取組強化を図る。 

 

  (10)家畜商指導対策 

家畜の円滑な取引を推進するため、家畜商法に基づく家畜商の登録、免許証の交付、登録の抹消等の

事務を行うとともに、家畜取引法に基づく家畜市場の登録等の業務を実施する。 
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【令和７年度 主な畜産関係事業実施状況一覧】 

 

 肉用牛振興対策事業関係                              （単位：千円） 

事業主体等 事業量 事業費 補助金

ＪＡ宮崎中央地区本部 54頭 1,080 1,080

ＪＡ綾町地区本部 8頭 160 160

62頭 1,240 1,240

ＪＡ宮崎中央地区本部 46頭 4,600 4,600

ＪＡ綾町地区本部 5頭 500 500

51頭 5,100 5,100

6 ,340 6 ,340

県(定額) ＪＡ宮崎中央地区本部 25頭 1 ,250 1 ,250

県(定額) ＪＡ宮崎中央地区本部
母牛：  50頭
子牛：987頭

6 ,219 6 ,219

県(定額) ＪＡ綾町地区本部
母牛：151頭
子牛：326頭

3 ,748 3 ,748

9 ,967 9 ,967

県(１／２
以内)

ＪＡ宮崎中央地区本部 イベント4回 755 349

18 ,312 17 ,906

県(定額)
優秀繁殖雌牛保留対策費
（１頭当たり20,000円）

宮崎県肉用牛改良
総合対策事業

令和７年度実績

改良基礎雌牛
牛群整備事業

小計

助 成 等
負担区分

高能力牛生産
確保対策事業

小計

事　　業　　名
事業内容

総      計

県産牛肉需要拡大加速化事業

優秀繁殖雌牛保留対策費
（１頭当たり100,000円）

県(定額)

早期出荷助成
（１頭当たり50,000円）

合　計

みやざきの分業型
畜産支援事業

預託料助成
母牛81.5円/頭・日
子牛54.5円/頭・日

県内における県産牛肉の消費拡
大促進

預託料助成
母牛81.5円/頭・日
子牛54.5円/頭・日

合　計

みやざきの新たな肉用牛肥育体系
確立事業

みやざきの分業
型畜産支援事
業
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事業主体等 事業量 事業費 補助金

みどりの食料システム戦
略緊急対策交付金

国(定額) 綾町
農林漁業循環経済モデ
ル計画策定等

11,056 10,000

事　　業　　名
助 成 等
負担区分

令和７年度実績

総　計 11 ,056 10 ,000

事業内容

農林漁業を核とし
た循環経済先導地
域づくり

畜産バイオマス利
用加速化事業

事業主体等 事業量 事業費 補助金

粗飼料自給率100％「宮崎
アクション」実践事業

県(1/3)
中部地域粗飼料
確保推進協議会

ホイールローダ1台
マニュアスプレッダー2台

24,640 7,465

24 ,640 7 ,465総      計

助 成 等
負担区分

令和７年度実績

粗飼料生産・利用
加速化事業

機械・施設整備に
よる粗飼料等の生
産利用拡大支援

事　　業　　名
事業内容

 

 飼料対策事業関係                                                         （単位：千円） 

 

 

 畜産経営環境保全対策事業関係                                                      （単位：千円） 

 

 

 畜産経営改善対策事業関係                             （単位：千円） 

事業実施主体等 利子補給額

宮崎市
（ JA宮崎中央　１件 ）

16

国富町
（ JA宮崎中央　０件 ）

0

綾　町
（ JA綾町　　　１８件 ）

275

291

291総　計

事　　業　　名
助 成 等
負担区分

令和７年度実績

畜産特別資金融通助成事業

国、県
（ 利子補給 ）

計

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 38 - 

許認可等事務関係                              （単位：件） 

区分 件数

飼 育 届 44件

飼育変更届 ０件

転飼許可 1件

免許証交付 ０件

免許証再交付・書換 １件

登録削除 2件

家畜市場関係
家畜取引法
家畜取引法施行規則

登録 0件

令和７年度実績

養蜂関係

養ほう振興法
養ほう振興法施行規則
みつばち転飼取締条例
みつばち転飼取締条例施行規則

家畜商関係
家畜商法
家畜商法施行令
家畜商法施行規則

許認可等事務名 根拠法令等
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４ 農村計画課の事業概要  

 

農村計画課では、県営農業農村整備事業の計画及び実施、団体営事業の計画及び指導、県単事業の指導、

国営かんがい事業に関連する業務、土地改良事業の法手続、土地改良区の設立並びに指導等にかかる事業を

推進する。 

 

１ 国営・計画担当の主な業務 

第八次宮崎県農業・農村振興長期計画に基づき、農業農村整備事業を計画的に推進し、効率的で持続

可能な農業生産基盤の確立と豊かで潤いのある安心で安定的な農村の実現を目指す。 

また、団体営事業及び県単事業の指導等を実施し、農業農村整備事業を総合的に推進する。 

 

⑴ 農業農村整備事業の計画 

農業農村整備事業の計画段階においては、実施の目的・緊急性・事業効果等を明確にするとともに、

市町への指導やヒアリング等により事業採択後に円滑に事業が進むように計画の熟度を高めていく。 

特に長期計画の目標に位置づけられた農地の区画拡大や国営かんがい排水事業受益地のかんがい施

設整備、防災重点農業用ため池の補強対策並びに農業用施設の長寿命化対策を重点的に推進する。 

 

⑵ 団体営・県単土地改良事業の推進 

豊かな農業農村の実現のため、事業効果が最大限発揮できるよう関係市町及び関係機関と連携を図

りながら、その地域特性に応じて事業を推進する。 

    [農業・農村整備事業予算一覧表（団体営・県単） P57～P62参照] 

 

⑶ 国営施設応急対策事業 大淀川左岸地区（参考：事業完了） 

① 事業の目的 

平成１６年度に完成した広沢ダムでは、遠方監視制御施設の故障、ゲート誤作動、また、幹線水

路では、素掘りトンネンルの剥離、剥落などの性能低下が生じており、今後、維持管理に多大な費

用と労力を要し、農業用水の安定供給に支障を来す恐れがあった。 

このため、本事業により、農業水利施設機能の保全整備を行い、施設の長寿命化及び農業用水の

安定供給を図った。 

② 事業の内容                                                           

ア 事業期間         令和元年度～７年度 

イ 受益面積 

 

 

 

ウ 事業額及び負担区分 

       2,692百万円 

 

 

 宮崎市 綾町 小林市 計 

田 712ha 24ha 91ha 827ha 

畑 577ha 79ha 149ha 805ha 

計 1,289ha 103ha 240ha 1,632ha 
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ダム・幹線導水路          国 100/150    県 29/150  市町 21/150     

幹線水路・水管理システム 国 1000/1500  県 290/1500 市町 189/1500 改良区 21/1500 

水管理システム            国 20/40      県 10/40     市町 9/40      改良区 1/40 

エ 主要工事                                              

ダム（改修）       １式（ダム管理施設、ダム取水施設） 

幹線用水路（改修）    1.7km（漆野原１号幹線水路 0.6km、幹線導水路 1.1km） 

水管理システム（改修）  １式（遠方監視施設） 

 

③ 事業の経過（前歴事業：国営かんがい排水事業（畑地帯水源整備） 

ア 事業期間及び事業費 

○ 地区調査    昭和46年～48年度    60,000千円 

○ 全体実施設計  昭和49年～52年度    80,103千円 

○ 事業実施    昭和53年～平成16年度    52,540百万円 

イ 事業費の負担区分 

 

 

施 設 国 県 地 元 

ダ ム 畑･･･70% 田･･･2/3 国負担残の8/9 国負担残の1/9 

水 路 畑･･･2/3 田･･･2/3 国負担残の2/3 国負担残の1/3 

ウ 主要工事 

○  広沢ダム           重力式コンクリートダム（堤高62.7m､堤長199.0m､有効貯水量380万㌧） 

○ 岩前頭首工         フィクスドタイプ固定堰（堤高 3.3m､堤長 27.5m） 

○ 導水路・幹支線水路  69.9㎞ 

○  揚水機場       １か所 

 

⑷ 国営かんがい排水事業綾川二期地区（参考：事業完了） 

① 事業の目的 

本地区は、昭和45年完了の国営事業で造成した施設の老朽化により、漏水事故が多発し断水等に

より営農に大きな影響を及ぼし、多大な補修費を要している状況にあった。 

このため、土地改良区の運営に大きく支障をきたす恐れがあったことから、宮崎市、国富町、綾

町、西都市にまたがる2,092haの農用地を受益地とする国営造成施設の更新が行われ、維持管理費の

低減、農業生産活動の維持及び農業経営の安定と合理化を図った。 

   
② 事業の内容 

ア 事業期間 

○ 地 区 調 査  平成８年度～10年度 

○ 全体実施設計  平成11年度～13年度 

○ 事 業 実 施  平成13年度～22年度 

   イ 事業費の負担区分 

     水 路   国 ２／３  県 国負担残の２／３  地元 国負担残の１／３ 

ウ 主要工事 

○  導水路幹線水路    ５６．０km 

○ 調整池        ２か所 
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③ 事業の経過 

     既存施設の整備状況                                                    （単位：億円） 

事業名 工期 事業費 主要工事 
 

国営かんがい排水 

 

昭和32～45年度 

 

  25.0 
共同工事（古賀根橋ダム、共用圧力隧道） 

専用工事（導水路、幹線水路、水管理施設） 

県営かんがい排水 昭和36～46年度    2.6 11地区（幹支線水路、揚水路15ヶ所） 

県営ほ場整備 昭和41～47年度   10.1 3地区（区画整理、道路、用水路、排水路） 
 

その他の事業 

 

昭和42～47年度 

 

   2.1 
構造改善、団体営かんがい排水、 

県単（用水路、揚水機、スプリンクラー） 

国営造成土地改良施設整備 昭和50～55年度    5.0 調整池、分水工整備、管路補修 

計    44.8  

 

⑸ 国営施設機能保全事業 大淀川右岸地区（参考：事業完了） 

①  事業の目的 

平成１６年度に完了した天神ダムでは、電気設備の劣化が進むとともに、ゲート設備への土砂の

流入により設備の摩耗や貯水池の堆砂の進行、更には、用水路の弁類の作動不良等により性能が低

下していた。 

このため、本事業により、農業水利施設機能の保全整備を行い施設の長寿命化及び農業用水の安

定供給を図った。 

 

② 事業の内容 

ア 事業期間及び実施額  平成26年度～令和５年度  

イ 受益面積              1,938ha（宮崎市 田：727ha、畑：1,116ha、樹園地：95ha） 

ウ 事業費額及び負担区分  7,426百万円 

ダム・幹線導水路   国 200/300  県 51/300  地元 49/300 

幹・支線水路     国 2000/3000 県 510/3000 市 441/3000 改良区 49/3000 

エ 主要工事 

ダム（改修）     １式（選択放流施設、土砂流入防止施設、小水力発電施設他） 

用水路（改修）    １式（除塵機、ディスクバルブ、空気弁、マンホール蓋他） 

水管理施設（改修）  １式 

 

③ 事業の経過（前歴事業：国営かんがい排水事業（畑地帯水源整備）） 

ア 事業期間 

○ 地区調査    昭和47年～52年度     95,000千円 

○ 全体実施設計  昭和53年～55年度     160,146千円 

○ 事業実施    昭和56年～平成16年度   76,600百万円 

イ 事業費の負担区分（左岸地区と同様） 
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ウ 主要工事 

○  天神ダム              中心遮水ゾーン型ロックフィルダム 

             （堤高62.5m､堤長441.7m､有効貯水量 620万㌧） 

○  導水路・幹支線水路  43.5㎞ 

○ 揚水機場              １か所 

 

⑹ 地籍調査事業の推進                                            （令和8年3月31日現在)      

市町名 

 

着工～完了 

 

全体計画面積 

(k㎡) 

前年度まで 本 年 度 翌年度以降 

(k㎡) 面積(k㎡) 進捗率(%) 面積(k㎡) 事業費(千円) 

宮崎市  S41～ 453.94 308.07 67.9 0.11 20,700 145.76 

国富町  S61～ 86.95 65.55 75.4 0.82 48,066 20.58 

綾 町  S41～S61、H29～ 50.28 38.62 76.8 1.16   13,058 10.50 

       計 591.17 412.24 69.7 2.09 81,824 176.84 

   ※綾町 S62 休止、平成29年度再調査開始 

中部管内の地籍調査事業は、計画面積Ａ＝591.17k㎡のうちＡ＝412.24k㎡（69.7％）が、令和７年

度までに実施済みであり、関係機関と連携を図りながら計画的な推進を行う。 

 

２ 管理担当の主な業務 

土地改良事業の開始・変更・完了に伴う法手続き、県営事業に伴う用地事務、土地改良財産の管理、事

業実施主体となる土地改良区の設立認可及び既存土地改良区の健全な運営管理を促進するための指導、土

地改良区の統合整備等を行う。 

また、国庫補助の対象となる土地改良事業の地元負担金及び非補助事業等の地元負担金に対して、低利

率の(株)日本政策金融公庫の農業基盤整備資金の円滑な導入を行い、地元負担の軽減を図る。 

 

⑴  用地買収実績及び登記進捗状況                        （令和8年3月31日現在) 

年 度 

買 収 実 績 

(要登記筆数) 

Ａ 

登記実績 
登記未済筆数 備 考 

筆数 Ｂ 進捗率 Ｂ/Ａ 

令和２年度以前 ２５,０７４ ２４,９５４ ９９．５％ １２０  

３ ２０ ２０ １００．０％ ０  

４ ９ ９ １００．０％ ０  

５ １０ １０ １００．０％ ０  

６ ３１ ３１ １００．０％ ０  

７ ８ ４ ５０．０％ ４  

計 ２５,１５２ ２５,０２８ ９９．５％ １２４  
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⑵  市町村別土地改良区数                       （令和8年3月31日現在) 

 市町村名 土地改良区数 組合員数（人） 受益面積（ha） 

 宮崎市 ３２  １５，８９８ ８，１５５ 

 （旧）宮崎市 １０  ４，７７１ １，９８７ 

 （旧）田野町 ９  ３，２６６ ２，５６１ 

 （旧）佐土原町 ９  １，９３４ ９４６ 

 （旧）高岡町 ２  ５，１３３ ２，２０８ 

 （旧）清武町 ２  ７９４ ４５３ 

 国富町 ６  ３，７２２ ２，４４０ 

 綾町 １  ７６６ ３９６ 

 合 計 ３９  ２０，３８６ １０，９９１ 

 

令和８年度も引き続き、第６次宮崎県土地改良区統合整備基本計画（令和３年度策定）に基づき、地

区別統合整備推進協議会の開催等を支援し統合整備を推進することで、土地改良区の体質強化を図る。 

 

⑶   農業基盤整備資金融資実績                           （令和8年3月31日現在) 

年 度  

 

県 営 事 業  団 体 営 事 業  非 補 助 事 業  

地 区 数  融 資 額 (千 円 )  地 区 数  融 資 額 (千 円 )  地 区 数  融 資 額 (千 円 )  

元  ３  2 0 , 3 3 5  0  0  0  0  

２  １  1 8 , 9 0 0  0  0  0  0  

３  ２  1 3 , 7 8 0  0  0  0  0  

４  ３  2 7 , 7 5 1  0  0  0  0  

５  ６  3 4 , 2 0 7  0  0  0  0  

６  ６  2 1 , 8 1 2  0  0  0  0  

７  ５  3 2 , 7 9 8  0  0  0  0  

   県 営 事 業：県が事業主体となって行う土地改良事業で、国の承認又は決定を受け、国の補助金の 

交付決定があった事業 

   団体営事業：市町村、土地改良区、共同施行、農協等が事業主体となって行う土地改良事業で国の 

承認又は決定を受け、国の補助金の交付決定があった事業 

   非補助事業：国の補助金の交付決定を受けずに行う土地改良事業 
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５ 農村整備課の事業概要  

 

 農村整備課では、第八次宮崎県農業・農村振興長期計画に基づき、スマート農業に対応した生産基盤や災

害に強い生産基盤の整備のため、県営農業農村整備事業の実施、団体営防災事業等や災害復旧事業の指導、

農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るための共同活動を推進する。 

 

１ 農村整備担当の主な業務 

国営かんがい排水事業の関連事業として、水を活用した多様な営農形態に対応するため、畑、水田のか

んがい施設やほ場の整備等を行う県営畑地帯総合整備事業を実施する。 

水田の大区画化や汎用化などによる生産性向上や農地高度利用を図るためのほ場の整備と、地域農業の

核となる経営体への農地利用集積など、経営体の育成・強化を一体的に推進する県営経営体育成基盤整備

事業等を実施する。 

  農業用施設の長寿命化、水管理労力軽減や維持管理コスト低減の取組として、県営基幹水利ストックマ

 ネジメント事業を実施する。 

 

   [農業・農村整備事業地区一覧表（県営）P53～P56参照] 

 

  また、農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため 

   ① 農業者等による組織が取り組む、水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資源の基礎的保全活動

    や農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化等、多面的機能を支える共同活動 

（農地維持支払交付金） 

   ② 地域住民を含む組織が取り組む、水路、農道等の軽微な補修や植栽による景観形成等の農村環境

    の良好な保全といった地域資源の質的向上を図る共同活動 

（資源向上支払交付金） 

   ③ 農地周りの農業用排水路、農道等の施設の長寿命化のための補修・更新等の共同活動 

（資源向上支払交付金） 

  上記①～③の多面的機能支払により支援している。 

（面積単位：ｈａ）

組織数 農振ｶﾊﾞｰ率 認定農用地面積 農振農用地面積 組織数 対象農用地面積 組織数 対象農用地面積

宮崎市 94 70.0% 4,915 7,020 84 4,028 73 3,509

国富町 19 36.7% 910 2,478 8 443 13 688

(2) (2)

1 54.5% 308 565 1 64 1 52

中部管内　計 114 60.9% 6,133 10,063 93 4,535 87 4,249

県内　計 408 45.1% 27,263 60,408 269 19,082 218 15,405

※　北川出水迫地域資源保全組合については、国富町と綾町との跨ぎであるため、組織数としては国富町にて計上。

※　綾町の組織数（　　）書きは北川出水迫地域資源保全組合を含めた組織数。

綾町

令和７年度活動組織及び取組面積

資源向上支払交付金

共同活動 長寿命化
農地維持支払交付金

市町名

区分
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２ 農地防災担当の主な業務 

崩壊等により下流域に被害を及ぼす恐れのある農業用ため池を整備する県営ため池等整備事業及び状況

の変化により排水条件の悪化した地域を対象に排水施設を整備し湛水被害の防止を図る湛水防除事業を実

施する。 

また、団体営ため池等整備事業や台風豪雨など異常な天然現象により被災した農地、農業用施設の早期

復旧を図る災害復旧事業について指導する。 

      

   [農業・農村整備事業地区一覧表（県営) P53～P56参照、（団体営）P57～P60参照） 

       (県単等)P61～P62] 
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農業農村整備事業実施地区一覧表 
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令和8年度 農業・農村整備事業地区一覧表（県営事業）

着工 完了

年度 年度 ①

【県営事業】
畑地帯総合 担い手支援型 50.0% 31.7% 18.3%

整備事業
969,496

担い手育成型

767,000

1,736,496
ほ場整備 50.0% 30.0% 20.0%

3,231,000

2,896,000
50.0% 27.5% 22.5%

2,604,000
62.5% 27.5% 10.0%

795,000

9,526,000
農道 50.0% 40.0% 10.0%

1,388,566

1,388,566
50.0% 25.0% 25.0%

161,002

391,400

552,402
50.0% 25.0% 25.0%

13,400

13,400

13,216,864
　　※総事業費、事業費は工事雑費を含まない。
　　※R７年度欄の（　　）書きは繰越額を内数で示す。
　　※R８年度欄の＜　＞書きは事故繰越額を外数で示す。

区画整理工 41.3ha

農道工　2,203m

管水路工 1,350m

計

10 地区

宮崎市

R7 R7 測量・設計　一式

区画整理工 18.3ha

経営体育成基
盤整備事業

綾川・川上原

R13

R8

水路工 1,210m

事　業　名 区分

負担区分

地区名 市町村名

総　　　量

国 県
地
元

予定
総事業量

総事業費

用水路工　  21.0ha
区画整理工 15.0ha

用水路工　 46.0ha
区画整理工  3.0ha
道  路  工  2,180m

桃ノ木原

内山東 宮崎市高岡 H26 R7

宮崎市田野 H30 R8

小田元４期 宮崎市高岡 H22 R7

4 地区

宮崎市田野 R5 R12拾ヶ島・七野

新名爪 宮崎市 R5 R12

R6 R11有田第１

計 2 地区

小松・跡江 宮崎市 R5 区画整理工 53.1ha

区画整理工 34.9ha

農業水路等長
寿命化・防災
減災事業

計 1 地区

国富町

小　　計

計 1 地区

農業農村整備
実施計画策定
事業

実施計画
策定

箇所 宮崎市

基幹農道整備
事業

計 2 地区

基幹ストマ
ネ

佐土原２期 宮崎市佐土原 R6

R8R5
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担　当

② ③ ④=①-②-③

969,496 12,000 100.0% 0

(62,710)
592,748 108,000 63,000 85.5% 111,252

(62,710)
1,562,244 120,000 63,000 93.6% 111,252

<14,380>
(43,000)

100,050 49,390 36,500 4.2% 3,094,450

(18,770)
56,092 34,000 28,000 2.9% 2,811,908

(34,378)
70,850 39,720 20,300 3.5% 2,512,850

(5,000)
36,712 21,712 25,000 7.8% 733,288

<14,380>
(101,148)

263,704 144,822 109,800 3.9% 9,152,496

1,388,566 31,000 100.0% 0

1,388,566 31,000 0 100.0% 0

130,002 80,000 31,000 100.0% 0

(48,960)
158,502 60,000 70,000 58.4% 162,898

(48,960)
288,504 140,000 101,000 70.5% 162,898

0 13,400 0.0% 13,400

(0)
0 13,400 0 0.0% 13,400

<14,380>
(212,818)

3,503,018 449,222 273,800 9,440,046

実施設計　一式 農村整備

管水路工 L=200m

農村整備

農村整備

農村整備

管水路工 L=330m

測量・設計　一式 国営・計画

基本設計　一式
境界測量　一式

（単位：千円）

Ｒ７年度 Ｒ８年度（計画）
Ｒ８年度
ま で の
進　  捗

管水路工 L=250m 管水路工 L=316m

農村整備

農村整備

基本設計　一式
境界測量　一式

基本設計　一式
境界測量　一式
実施設計　一式

基本設計　一式
境界測量　一式
実施設計　一式

農村整備

実施設計　一式

農村整備付帯工　一式

翌 年 度
以     降

用水路工　一式
用水路工　A=9.4ha
区画整理　一式

農村整備

事業量 事業費 事業量 事業費

用水路工　一式
農道工　一式

Ｒ７年度まで

基本設計　一式
境界測量　一式

基本設計　一式
境界測量　一式
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着工 完了

年度 年度 ①

【県営事業】
湛水防除事業 55.0% 36.5% 8.5%

3,078,000

2,432,200

2,839,300

8,349,500
ため池等 ため池 55.0% 35.0% 10.0%

整備事業

1,191,400
50.0% 35.0% 15.0%

300,000
55.0% 35.0% 10.0%

294,126
55.0% 35.0% 10.0%

278,700
55.0% 35.0% 10.0%

220,000
55.0% 35.0% 10.0%

208,860
土砂崩壊 50.0% 40.0% 10.0%

248,400

2,312,626
農業用河川工 河川応急 55.0% 37.0% 8.0%

作物応急対策
事業 226,902

226,902

10,889,028

24,105,892
　　※総事業費、事業費は工事雑費を含まない。
　　※R６年度欄の（　　）書きは繰越額を内数で示す。

　　※R７年度欄の＜　＞書きは事故繰越額を外数で示す。

宮崎市 R8 R11 ため池工　一式

加藍尾上・下池 国富町 R2 R8 ため池工　一式

事　業　名 区分

負担区分

地区名 市町村名

7 地区

頭首工　一式

県営事業　計 21 地区

計 1 地区

籾木池 国富町 R2

小　　計 11 地区

計

木森 国富町 R5 R10

新井手 宮崎市清武 R4 R7

走山

水路工 94m

（開水路120m：計変）

計

R12 ため池工　一式

3 地区

R9 ため池工　一式

中 宮崎市 R3 R7 ため池工　一式

宮崎市 R5

東ヶ迫 宮崎市 R8 R11 ため池工　一式

九日田

正蓮寺 宮崎市 H28 R10
排水機場　一式

排水路工　1,040m

予定
総事業量

総事業費

総　　　量

排水施設
整備

国 県
地
元

排水機場　一式R12二ツ立 宮崎市佐土原 R5

天神 宮崎市佐土原 R4 R11 排水機場　一式
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担　当

② ③ ④=①-②-③

(200,000)
2,033,985 235,000 66.1% 1,044,015

62,102 3,360 2.6% 2,370,098
<24,140>

(41,595)
159,998 41,595 10,000 6.0% 2,669,302

<24,140>
(241,595)

2,256,085 279,955 10,000 27.1% 6,083,415

(105,020)
509,021 270,000 305,000 68.3% 377,379

285,221 5,500 3,800 96.3% 10,979

294,126 1,500 100.0% 0

(54,100)
174,502 88,000 5,000 64.4% 99,198

0.0% 220,000

0.0% 208,860

(55,600)
129,790 93,500 10,800 56.6% 107,810

(214,720)
1,392,660 458,500 324,600 74.3% 595,366

226,902 46,000 100.0% 0

(0)
226,902 46,000 0 100.0% 0

<24,140>
(456,315)

3,875,647 784,455 334,600 6,678,781
<38,520>

(669,133)
7,378,665 1,233,677 608,400 16,118,827

設計　一式 農村整備

Ｒ８年度（計画）
Ｒ８年度
ま で の
進　  捗

農村整備

（単位：千円）

設計　一式

設計　一式

排水路工　L=200m 農地防災

翌 年 度
以     降

Ｒ７年度まで
事業量 事業費

Ｒ７年度

事業量 事業費

頭首工　一式

附帯工　一式

土工　一式 農地防災

付帯工　一式 農地防災

農地防災

堤体工　一式

堤体工　一式

取水工　一式

洪水吐工　一式

堤体工　一式 農地防災

農地防災

農地防災

下池　堤体工　一式

堤体工　一式

土工　一式

農地防災

農村整備

 

 

 

 

 



- 57 - 

 

負担区分 着工 完了

事　業　名 区　分 国 県 地 地区名 事業主体 予定 総事業量 総事業費

元 年度 年度

【団体営事業】

農地耕作条件改善事業 定率

　　 2,852

55,255

37,589

105,786

農業水路等長寿命化・

　　防災減災事業 174,867

77,211

153,603

70,059

14,000

80,000

70,009

31,007

125,000

25,386

113,356

19,000

3,500

48,000

256,000

22,347

1,283,345

1,389,131

　　※事業費は工事雑費を含まない。

　　※Ｒ７年度欄の（　　）書きは繰越額を内数で示す。

Ｒ７

20 地区

Ｒ５坂本

Ｒ７ Ｒ９ 非常用発電機増設

新宮

Ｒ５

寺ヶ迫 国富町

　

岩知野２期 国富町

55.0% 14.0% 31.0% 中川原 国富町

50.0%

Ｒ８

Ｒ９R8宮崎市野久尾

R11

Ｒ８

50.0%

総　　　量

Ｒ４

R９

令和８年度 農業・農村整備事業地区一覧表（団体営）

50.0% 14.0% 36.0% 江田山崎 宮崎市 Ｒ５

50.0%

36.0%14.0%

32.0% 嵐田 国富町

100.0% 0.0% 0.0%

100.0%

14.0%

50.0% 14.0% 36.0%

50.0%

区画拡大
L=4.51ha

50.0% 14.0%

50.0%

4 地区

50.0% 14.0% 31.0% 倉永

36.0% 宮崎市 宮崎市 R８

宮崎市 Ｒ５

Ｒ８国富町18.0% 32.0% 保坂

10,090

暗渠排水
Ａ＝10.8ha

55.0% 14.0% 31.0%

長寿命化対策 50.0% 18.0% 32.0% 宮崎市

Ｒ７

竹野 綾町 Ｒ７ Ｒ８
農業用用排水施設
L=200m
区画整理Ａ＝3.6ha

計

Ｒ８スダキ

Ｒ７

Ｒ7
管水路
Ｌ＝1,570m

Ｒ7 Ｒ９

18.0% 綾町27.0% 錦原２

18.0%

ため池廃止　一式

Ｒ５ Ｒ９
農業用排水施設整
備

農業用用排水施設
L=320.0m

Ｒ５

Ｒ５

用水路工
Ｌ＝460m

ため池整備　一式

55.0%

55.0%

小　　計

R7
農業用用排水施設
L=800m

R8

50.0% 18.0% 32.0%

18.0% 32.0%

Ｒ８

Ｒ９

32.0% 宮崎市

18.0% 27.0% 錦原 綾町

国富町塚原

国富町

R8宮崎市、小林市、綾町

平田

31.0%14.0%

宮崎市

36.0%

大淀川左岸

宮崎市菰迫２

16 地区 　 　

ため池廃止　一式

計

0.0%

50.0%

0.0%

Ｒ７
農作業道
Ｌ＝1201.4m

55.0%

50.0% R8 Ｒ９

R8宮崎市36.0%14.0%

農業用用排水施設
L=210m

Ｒ９ 排水路　L=150m

Ｒ９

18.0%

大田原

水利施設整備

農業用用排水施設
L=190m

実施設計
小水力発電施設更新

用水路工
Ｌ＝190m

ため池整備　一式

Ｒ７
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Ｒ７年度 Ｒ８年度（計画） Ｒ８年度 翌年度

Ｒ７年度まで 事業量 事業費 事業量 事業費 まで 備考

の進捗 以　降

0 0 1,889 66.2% 963

55,255 11,295 0 100.0% 0

37,589 13,877 0 100.0% 0

2,090 2,090 8,000 100.0% 0

#REF!

94,934 27,262 9,889 963

ため池整備一式 (38,641)

123,867 測量設計 59,500 51,000 100.0% 0

41,211 17,003 36,000 100.0% 0

(13,937)

153,603 92,546 100.0% 0

7,059 7,059 30,000 52.9% 33,000

0 0 3,500 25.0% 10,500

(21,001)

38,822 38,822 20,000 73.5% 21,178

17,009 17,009 12,500 42.2% 40,500

7,007 7,007 19,000 83.9% 5,000

4,312 4,312 20,000 19.4% 100,688

25,386 25,686 100.0% 0

(610)

14,656 1,300 11,000 22.6% 87,700

0 0 7,000 36.8% 12,000

0 0 3,500 100.0% 0

20,000 0.0% 28,000

0 0 4,046 1.6% 251,954

22,347 9,008 100.0% 0

(74,189)

455,279 279,252 237,546 590,520

(74,189)

550,213 306,514 247,435 591,483

ため池廃止　一式

測量設計
管水路　L＝400ｍ

測量設計

農業用用排水施設
L=50m

ため池廃止　一式

管水路Ｌ＝970m

測量設計

農業用用排水施設
L=50m

非常用発電機増設

測量設計

用水路工　L=350m

測量設計

（単位：千円）

区画拡大
A=3.09ha

測量設計

農業用排水施設整
備

農業用用排水施設
L=70.3m

ため池整備　一式

農業用用排水施設
L=176.1m

農作業道 234.4m

農業用用排水施設
L=200m
区画整理Ａ＝3.6ha

測量設計

暗渠排水　4.6ha

ため池整備一式

実施設計

ため池廃止　一式

水利施設整備

農業用用排水施設
L=80m

ため池整備　一式
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負担区分 着工 完了

事　業　名 区　分 国 県 地 地区名 事業主体 予定 総事業量 総事業費

元 年度 年度

【団体営事業】

農村地域防災減災事業

16,000

189,800

30,000

235,800

1,021,200

50,000

1,071,200

2,255

2,255

10,000

10,000

2,442

2,508

4,950

3,000

21,800

24,800

1,309,255

2,698,386

　　※事業費は工事雑費を含まない。

　　※Ｒ７年度欄の（　　）書きは繰越額を内数で示す。

宮崎市 Ｒ５ Ｒ９ 農業集落排水

2 地区

宮崎市

調査計画　一式

総　　　量

団体営事業　計 31 地区

小　　計 11 地区

計 3 地区

施設整備 50.0% 7.5% 42.5%

計

計 1 地区

農業農村整備実施計画
等策定事業

計 1 地区

35.0% 八日町
農山漁村地域整備交付
金

揚水ポンプ更
新

50.0% 15.0%

競争力換地
等調整

農業集落排水施設整備
事業

100.0% 0.0% 0.0%
綾町調査計画
（ため池耐震）

防災減災調
査計画

100.0% 0.0% 0.0%
宮崎市調査計画

（劣化状況）

100.0%

Ｒ７Ｒ７宮崎市柏原35.0%

宮崎市 Ｒ７ Ｒ７

Ｒ７ Ｒ７

0.0%
宮崎市調査計画
（ため池耐震） 宮崎市 Ｒ７

綾町

Ｒ７

施設整備 50.0% 10.0% 40.0% 綾町 Ｒ７ Ｒ７ 農業集落排水綾町

調査計画　一式

調査計画　一式

15.0%50.0%

0.0%

綾町 Ｒ７ Ｒ７ 揚水ポンプ更新

換地等調整27ha

突発事故 55.0% 21.0% 24.0% 船引 宮崎市 Ｒ７ Ｒ７ 減圧弁工

突発事故 55.0% 21.0% 24.0% 中尾 宮崎市 Ｒ6 Ｒ７ 減圧弁工

計 2 地区

土地改良施設突発事故
復旧・防止事業

土地改良施設PCB廃棄
物処理促進事業

PCB処理 50.0% 0.0% 50.0% 高岡町下倉永 宮崎市 Ｒ7 Ｒ７ 測量設計

計 2 地区

PCB処理 50.0% 0.0% 50.0% 宮崎市 宮崎市 R8 R8 PCB処分・運搬
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Ｒ７年度 Ｒ８年度（計画） Ｒ８年度 翌年度

Ｒ７年度まで 事業量 事業費 事業量 事業費 まで 備考

の進捗 以　降

(16,000)

16,000 16,000 0 100.0% 0

(189,800)

189,800 189,800 0 100.0% 0

(30,000)

30,000 30,000 0 100.0% 0

(235,800)

235,800 235,800 0 0

111,292 74,200 80,000 18.7% 829,908

50,000 50,000 100.0% 0

161,292 124,200 80,000 829,908

2,255 2,255 100.0% 0

0 2,255 0 0

(10,000)

10,000 10,000 100.0% 0

0 10,000 0 0

2,442 2,442 100.0% 0

2,508 2,508 100.0% 0

4,950 4,950 0 0

3,000 3,000 100.0% 0

0 0 21,800 100.0% 0

0 0 21,800 0

(245,800)

397,092 362,255 101,800 829,908

319,989

947,305 668,769 349,235 1,421,391

調査計画　一式

換地等調整 27ha

調査計画　一式

調査計画　一式

（単位：千円）

施設整備　一式

施設整備一式

揚水ポンプ更新

測量設計一式

減圧弁工

減圧弁工

測量設計

PCB処分・運搬
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（単位：千円）

　事業名 負担区分 Ｒ８年度

事業主体 事業種類 区　分 地 事業費 備考

元 （計画）

　【宮崎県単独土地改良事業】

宮崎市 農道整備事業 25.0% 75.0% 5,000 1 地区

農業用ため池緊急防災対策事業 50.0% 50.0% 5,891 4 地区

排水改良事業 50.0% 50.0% 11,700 1 地区

綾町 かんがい排水事業 45.0% 55.0% 3,400 2 地区

25,991 8 地区

　【魅力あるふるさと環境づくり事業】

大淀川右岸土地改良区 国土の維持・保全 土地改良施設整備 40.0% 60.0% 3,000 1 地区

大淀川左岸土地改良区 国土の維持・保全 土地改良施設整備 40.0% 60.0% 6,000 1 地区

綾川総合土地改良区 国土の維持・保全 土地改良施設整備 40.0% 60.0% 16,000 1 地区

佐土原町土地改良区 国土の維持・保全 土地改良施設整備 40.0% 60.0% 4,000 1 地区

綾町土地改良区 国土の維持・保全 土地改良施設整備 50.0% 50.0% 3,000 1 地区

32,000 5 地区

　【農地集約化基盤整備事業】

宮崎市 客土 50.0% 60.0% 1,980 1 地区

暗渠排水 50.0% 50.0% 1,968 2 地区

整地工・畦畔除去 50.0% 50.0% 6,591 5 地区

国富町
整地工・畦畔除去 50.0% 50.0% 520 1 地区

11,059 9 地区

　【宮崎県農業農村整備計画策定事業】

宮崎市 経営体育成基盤整備事業 50.0% 50.0% 5,500 1 地区

5,500 1 地区

　【土地利用調整事業】

宮崎市 経営体育成基盤整備事業 50.0% 50.0% 800 4 地区

800 4 地区

75,350 27 地区

農地集約化基盤整備事業　計

県単事業　計

令和8年度 農業・農村整備事業予算一覧表（県単事業）

宮崎県単独土地改良事業　計

県

魅力あるふるさと環境づくり事業　計

宮崎県農業農村整備計画策定事業　計

土地利用調整事業　計
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事 着工 完了 R８年度 　

業 地区名 事業主体 区　分 国 県 地 予定 事業費 事業量 備考

名 元 年度 年度 （計画）

【基幹水利施設管理事業】

大淀川左岸 宮崎市 整備費・電力量 33.0% 30.0% 37.0% R８ R８ 27,042 基幹水利施設管理 １式

大淀川右岸 宮崎市 整備費・電力量 33.0% 30.0% 37.0% R８ R８ 42,795 基幹水利施設管理 １式

《事業　計》 2 地区 69,837

【水利施設管理強化事業】

多面的経費 50.0% 20.0% 30.0% R８ R８ 5,950 施設の管理費用１式

綾    川 国富町 整備補修 50.0% 20.0% 30.0% 12,440 施設の整備補修費１式

＜地区計＞ 18,390

多面的経費 50.0% 20.0% 30.0% R８ R８ 8,852 施設の管理費用１式

大淀川左岸 宮崎市 整備補修 50.0% 20.0% 30.0% 19,709 施設の整備補修費１式

＜地区計＞ 28,561

多面的経費 50.0% 20.0% 30.0% R８ R８ 6,244 施設の管理費用１式

大淀川右岸 宮崎市 整備補修 50.0% 20.0% 30.0% 14,302 施設の整備補修費１式

＜地区計＞ 20,546

多面的経費 21,046

整備補修 46,451

《事業　計》 3 地区 ＜計＞ 67,497

5 地区 137,334

負担区分

（単位：千円）

計

令和８年度 農業・農村整備事業予算（その他）
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６ 林務課の事業概要 

 

１ 林政・普及担当の主な業務 

    当管内は比較的市街地が多いことから、森林に対する期待や要請は、水源の涵養や国土保全、保健休養

機能等が高い傾向にある。一方、管内の３割を占める民有人工林のうち収穫期を迎えた林分はおよそ８

割を占め、素材生産が活発に行われている。 

   このような中、確実な森林再生を図るため、令和６年度に市町や森林組合と連携し、伐採事業者と造

林事業者を会員とする「中部地域再造林ネットワーク」を設置し、再造林率向上に向けた取組を実施し

ている。 

 

 (1) 林政業務 

  ① 県営林の保育・管理 

    管内の県営林面積は、県有林 2,217ha、県行造林 109ha、合計 2,326ha で民有林の 9.2％を占める。 

    県有林については、資源が充実し利用期に達していることから、利用間伐を中心とした森林整備を

進めている。 

    また、海岸県有松林については、潮害防備及び保健保安林に指定されていることから、松くい虫等

の病害虫の防除や、森林整備に加え、クロスカントリーコース等の整備を行うなど、県民の多様な要

請に応えられるよう、適正な管理に努める。 

 

  ② 保安林の整備 

    管内の民有林保安林面積は 4,582ha で県全体の 3.5％を占めるが、他管内に比べると潮害防備保安

林、保健保安林の割合が高いという特徴がある。 

    保安林としての機能向上のために、保安林整備事業等を導入し、山間部の水源かん養保安林では主

に本数調整伐などの保育施業を、また、沿岸部の潮害防備保安林ではマツの植栽や本数調整伐などの

森林整備に加えて、植栽木の成長を阻害する潮風等を防ぐための防風垣の設置を進める。 

 

  ③ 保安林の管理 

    保安林の標識設置や巡視を実施するとともに、保安林の立木伐採及び土地の形質の変更等に対する

申請に対して、保安林指定の目的に照らして審査するとともに、適正な施工等について指導する。 

 

  ④ 林地開発許可 

    太陽光発電所や産業廃棄物処分場などの事業用地等の造成、土石の採掘等のための林地開発に対し

て、開発による土砂の崩壊・流出等の災害や水源の枯渇、自然及び生活環境の悪化防止の面から申請

書の内容を厳正に審査するとともに、適正で確実な開発となるよう指導する。 

 

  ⑤ 鳥獣保護及び狩猟 

    野生鳥獣による生活環境への影響や農林水産業被害を防止するとともに、狩猟にかかる法令遵守や

安全狩猟のため市町や狩猟者への指導を行う。 
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  ⑥ 環境緑化の推進 

    健康で住みよい緑豊かな生活環境を創出するため、地域住民等の森林づくりボランティア団体の活

動支援や緑の募金運動を推進する。 

    また、緑を育む活動を展開しているみどりの少年団活動を支援する。 
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【県営林の現状】 

  県営林面積合計  2,326.23ha 

 

    県有林                                                          (単位：ha) 

名   称 通  称 所在市町村 面  積 備  考 

諸 県 県 有 林 諸 県 県 有 林 （ 旧 ） 高 岡 町 164.40   

  綾 町 1,378.83   

  ( 野 尻 町 ) (31.88)  

 計   1,543.23   

拡 大 県 有 林 百 ケ 倉 綾 町 36.83   

 大 ロ 綾 町 18.22   

 前 平 ( 旧 ) 田 野 町 7.67   

 計   62.72   

一里山県有林 一 里 山 ( 旧 ) 高 岡 町 106.84   

浦之名県有林 浦 之 名 ( 旧 ) 高 岡 町 226.75   

天神山県有林 天 神 山 ( 旧 ) 宮 崎 市 2.45   

 明 神 山 外 (旧 )佐 土 原 町 70.63   

 阿 波 岐 原 外 ( 旧 ) 宮 崎 市 124.58   

海 岸 県 有 林 田 吉 ･ 松 崎 〃  41.78   

 藤 兵 衛 中 州 〃  38.23   

 計   275.22   

合    計   2,217.21   

 

 

    県行造林                                                        (単位：ha) 

名   称 通  称 所在市町村 面  積 備  考 

基 本 林 拡 大 大 谷 ( 旧 ) 宮 崎 市 28.10   

平和復興記念 小 田 元 ( 旧 ) 高 岡 町 51.97   

新憲法発布記念 岩 川 綾 町 28.95   

合    計   109.02   
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【県営林関係事業】 

 

  県有林事業（特別会計関係(一般会計との合計も含む｡)） 

事  業  名 

 

県 営 林 名 

 

令和７年度実績 令和８年度計画 

事業量(ha) 事業費（千円） 事業量(ha) 事業費(千円) 

 

 県有林事業 

 

 

 

 

 

獣 害 防 除  

諸県県有林、 

一里山県有林、 

天神山県有林 

 

 

3.23   913 3.23  913 

下    刈                

搬 出 間 伐      

景 観 維 持                

作 業 路 開 設     

支障木伐採等 67 本 1,065   

計  3.23 1,978 3.23 913 

 

 

  県営林貸付（令和７年度実績） 

区  分 営 林 区 分 名  称 件  数 備  考 

 普 通 財 産 

 

県 有 林  諸 県 県 有 林  外          74  

県 行 造 林  小田元県行造林           2  

 行 政 財 産 

 

県 有 林   海 岸 県 有 林          59  

〃    諸 県 県 有 林           1  共に学ぶ森 

合   計          136  

 

                        

  県民ふれあいの森関係事業 

事 業 名 

 

県営林名 

 

令和７度実績 令和８年度計画 

名 称 事 業 量 名 称 事 業 量 

 天神山ふれあい 

の竹林園整備事 

業 

  

天神山 

   

竹 林 整 備 1 式  竹 林 整 備 1 式  

園 内 管 理 1 式  園 内 管 理 1 式  

計 814  千円 計 825  千円 

 

 

 みやざき癒しの 

県有松林保全事 

業  

 

 

 

 

海岸松林 

 

 

巡     視 

・歩道沿いの除草 

・支障木等の除去 

・危険木の伐採等 

1  式  

11.65  ha  

10  本  

37.1  ㎥  

巡     視 

・歩道沿いの除草 

・支障木等の除去 

1 式  

11.65  ha  

 50  本  

松 林 保 全 

・薬剤散布 

1  式   

7.10  ha   

松 林 保 全 

・薬剤散布 

1  式  

6.00  ha  

       計 9,237  千円  7,554  千円 

合  計 10,051  千円  8,379  千円 
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【保安林関係事業】 

  保安林管理実績（令和７年度） 

区   分 名    称   件 数          備  考 

 

 

 伐採許可等処理 

 

 

 

 立木伐採許可 6  皆伐   

 立木伐採届 5  間伐  2、択伐 3           

 作業行為許可  121  継続  88、新規 33 

 国有保安林内立木伐採同意 12  皆伐   8、間伐  4 

 国有林保安林内作業行為同意 7 新規 7 

          計 151  

 

  保安林関係事業 

事 業 名 

 

市 町 名 

 

令和７年度実績 令和８年度計画 

名 称 事 業 量 名 称 事 業 量 

 保安林整備事業 

       （保育） 

〔国 1/3,県 2/3〕 

 

 

 

 

宮 崎 市 

 

 

 

補植（植栽）

 

下 刈

    (0.43 ha) 

0.01 ha 

    (0.54 ha) 

     0.50 ha 

 

補植（植栽） 

 

下 刈 

     (－) 

0.12 ha 

     (－) 

     0.90 ha 

計  (12,813 千円) 

     624 千円 

計     (－) 

    4,700 千円 

 保安林総合改良 

事業 

〔国 1/2,県 1/2〕 

 

 

 

宮 崎 市 

 

 

 

伐 倒 駆 除 

 

改植（植栽）

 

防 風 垣

 

静 砂 垣

     (－) 

       － 

    (0.06 ha) 

－ 

(  63 m ) 

   － 

( 120 m ) 

  － 

 

伐 倒 駆 除 

 

改植（植栽） 

 

防 風 垣 

 

静 砂 垣 

     (935 m3) 

      57 m3 

    (0.82 ha) 

     0.70 ha 

(377 m)  

108 m 

(1,252 m) 

1,814 m 

計 (6,888 千円) 

   4,211 千円  

      (103,681 千円) 

49,500 千円 

合  計 (19,701 千円) 

   4,835 千円 

  (103,681 千円) 

   54,200 千円 

 ※上段()書きは前年度からの繰越で外数 

 

事 業 名 

 

市 町 名 

 

令和７年度実績 令和８年度計画 

名 称 事 業 量 名 称 事 業 量 

 被害要因除去 

 事業 

 

 

 

宮 崎 市 

 

伐 倒 駆 除 

樹 幹 注 入 

10 箇所 91 本 

 1 箇所 2 本 

伐 倒 駆 除 

 

（未定） 

 

 計 9,307 千円   
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【林地開発関係】 

  林地開発許可等件数(令和７年度実績） 

区  分 件 数 備      考 

 

 林地開発許可等 

 

  継 続  17  産廃処理場 10、太陽光発電 1、その他 6 

  新 規   3  その他 1、産廃処理場 1、バイオガス発電 1 

  完 了  0  

 

    鳥獣保護及び狩猟に係る許可等 

 

名   称 
令和７年度実績 令和８年度計画 

区  分 件数等 区  分 件数等 

狩猟免許更新・審査 更 新 数      259 更 新 数     180 

 

狩 猟 者 登 録 

 

 

 

 

網・わな猟      295 網・わな猟     300 

第１種銃猟      311 第１種銃猟     350 

第２種銃猟        22 第２種銃猟       30  

網猟         網猟         

わな猟          わな猟          

     計       628        計      680 

鳥獣保護区設定（更新） 

 

設 定 箇 所         3 設 定 箇 所           1 

設 定 面 積(ha）     1,381 設 定 面 積 (ha）    1,776 

キ ジ 放 鳥 放  鳥  数       100 放  鳥  数      100 

野生鳥獣被害防止対策事業 電気防護柵等の設置        60 電気防護柵等の設置      60 

 

  鳥獣保護区等の現況                             （令和８年４月１日現在） 

区  分 

 

鳥獣保護区 鉛散弾規制区域 特定猟具使用禁止区域 備 考 

 箇所数 面積(ha) 箇所数 面積(ha) 箇所数 面積(ha) 

宮 崎 市    17      7,895     1        222    25      5,083  

国 富 町     1        361     0       0     2        910  

綾   町     3      2,190     0          0     4      1,244  

計    21     10,446     1      222    31      7,237  

 

【森林づくり関係】 

  森林づくり活動支援事業 

事 業 名 

 

事業箇所 

 

活動団体 

 

令和７年度実績 

事 業 内 容 事業費(千円) 

 

 森林づくり活動 

 支援事業  

 

宮 崎 市 

 

   13 団体 

 

 松林の手入れ、植樹 、下草刈り講

習会の開催等 

        3,411 

 

綾 町 

 

    2 団体 

 

 下草刈り、遊歩道整備、講習会の

開催等 

            483 

 

合   計    15 団体           3,894 
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 (2) 普及業務 

  ① 森林整備の推進 

    中部管内は、伐期に達した森林が 88％に達していることから、従来からの標準伐期施業に取り組む 

とともに、伐期の多様化・長期化を図るため、高齢級間伐等の森林整備を推進し、特に、小規模分散 

した間伐対象森林の計画的な集約化を行う。 

    また、再造林の推進に当たっては、適地適木や天然力を活用した森林の再生による植栽未済地の解 

消などにより、森林のもつ多面的な機能を持続的かつ高度に発揮できるよう多様な森林整備を行う。 

       さらに、管内では、スギを中心とした造林用苗木の生産が盛んであり、コンテナ苗の生産技術の導 

入や花粉の少ない苗木など、需要者ニーズの高い苗木の生産拡大を推進する。 

 

  ② 林業労働力対策の推進 

    平成５年度に創設された「宮崎県林業担い手対策基金」を活用して、継続雇用支援等による就労環

境づくりを進め、林業労働力の育成・確保に取り組む。 

    また、林業における労働災害の防止や安全衛生の確保を図るため、巡回指導による安全指導や労働

災害防止大会への参加促進を行う。 

 

   ③ 森林組合の育成強化 

       小規模・零細な森林所有者が多い中で、森林組合は、森林所有者の協同組織として、施業集約化の 

中心的役割を担うことが期待されており、組合員の森林について周辺の組合員以外の森林も含めた施

業集約化を最優先に取り組むよう必要な支援を行う。 

        また、「第八次宮崎県森林・林業長期計画」の基本理念に基づき、集約化や路網整備、高性能林業

機械の活用による計画的かつ効率的な森林施業を推進するため、森林組合が主体的に取り組む森林経

営計画の作成を支援する。 

 

  ④ 特用林産物の生産振興 

    林業の収入間断期間を補完するため、特用林産物を取り入れた複合経営が営まれている。国富町に

おいては、主な作目として、早掘りタケノコ生産や穂先タケノコを活用した乾燥タケノコ生産が行わ

れており、栽培技術や品質の向上を図るための生産を指導する。 

 

  ⑤ 森林病害虫防除の推進 

       宮崎市に約 810ha の海岸松林が存在し、松林機能の維持・増進が重要な課題となっている。このた

め、被害木の伐倒駆除や薬剤の空中散布等による松くい虫の被害防止に取り組む。 

 

  ⑥ 林業金融の活用推進 

    林業・木材産業の経営改善、県産材の生産・加工・流通体制の整備や林業後継者の確保・育成を図

るため、「日本政策金融公庫資金」、「林業・木材産業改善資金」、「木材産業等高度化推進資金」

及び「木材産業振興対策資金」の活用を促進する。 
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  ⑦ 林業機械化の推進 

    林業の生産性向上と労働安全衛生確保を図るため、高性能林業機械の導入促進とオペレーター養成

研修への参加を促進するとともに、林地保全に配慮した作業の仕組みの普及に取り組む。 

 

  ⑧ 林業後継者の育成 

    サカキ栽培を中心とする自主的グループ活動への支援や最新技術の情報提供等を通じて、林業研究

グループの組織化の支援を図るとともに、優れた技術を有する意欲ある林業後継者として育成する。 

 

  ⑨ 木材の振興 

       県産材の生産から加工・流通体制の整備や木材需要の拡大を図るため、低コストでの安定的な原木 

供給や乾燥材の生産促進、プレカットなどの高次加工体制の整備を推進するとともに、公共事業等で 

の木材利用や公共施設等の木造化並びにエネルギー資源としての木質バイオマスの利用を促進する。 

 

  ⑩ 森林保全管理の推進 

    森林パトロールや林野火災予防パレードを実施して、保安林等における林産物の盗採や林野火災の 

防止に取り組む。 

 

 

【普及関係事業】 

 

  森林整備の実績（令和７年度）              （単位：ha） 

区分 宮崎市 国富町 綾 町 計 

造林 83.93 16.66 16.74 117.33 

 

 

森林整備事業（造林） 82.83 16.66 16.74 116.23 

伐採と造林の連携による再造林推進事業 1.10   1.10 

下刈 423.30 72.94 85.45 581.69 

除間伐 25.34  5.63 30.97 

 

 

森林整備事業（除間伐） 20.34       5.63 25.97 

間伐材生産強化対策事業      5.00                          5.00 

 

 

  松くい虫の防除                     （単位：駆除対策㎥、予防対策 ha） 

 

区分 

 

令和７年度実績 令和８年度計画 

駆除対策 予防対策 予防対策 

特別伐倒駆除 保安林整備事業等 空中散布 地上散布 空中散布 地上散布 

宮崎市 392 923 308 90 269 120 

※地上散布には無人ヘリによる散布を含む 
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  その他の事業 

 

 

事業名 

 

 

令和７年度実績 

 

令和８年度計画 

 

市町名 

 

事業種 

 

市町名 

 

事業種 

 

コンテナ苗生産拡大支援事業 

(県 1/2 以内、定額) 

 

 

宮崎市 

 

 

 

 

コンテナ苗生産施設整備 

コンテナ苗生産支援 

         3 件 

 

 

 

 

 

 

（未定） 

 

 

 

 

苗木生産効率化支援事業 

(県 1/2 以内) 

 

 

宮崎市 

 

 

 

露地苗生産機械・器具等の

購入       8 件 

 

 

 

 

 

（未定） 

 

 

 

しいたけ等特用林産物生産強化事

業（基盤整備事業） 

(県 1/3 町 1/3) 

 

 国富町 

 

 

 

竹林改良 2 地区 5.27ha 

 

 

 

 

 

 

（未定） 

 

 

 

きのこの生産資材導入支援事業 

(定額) 

 

 

宮崎市 

 

生産資材導入支援 1 件 

  

（未定） 

 

みやざき材活用施設設置支援事業

（県内） 

(県 1/3・1/2 以内) 

 

 

 

宮崎市 

 

 

 

内装、外装の木質化 

木製調度品の導入 

                 5 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

（未定） 

 

 

 

 

遊べる木製品設置支援事業 

(県 1/2 以内) 

 

 

宮崎市 

 

 

 

木製遊具整備    2 件 

 

 

  

（未定） 

 

 

 

合板・製材・集成材国際競争力強化

・花粉削減総合対策事業 

(県 1/2 以内) 

 

 

 

宮崎市 

 

 

 

 

木材加工流通施設整備 

1 件 2 台  

 

 

 

 

 

 

 

（未定） 
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２ 森林土木担当の主な業務 

   山地に起因する災害から県民の生命、財産を守るため、崩壊山腹の復旧などを行う治山事業や、林業の

基盤である既設林道の災害対策として、林道施設災害復旧事業等を実施している。 

 

 (1) 県営事業 

   台風や集中豪雨により山地災害や海岸保安林の侵食被害が発生し、下流域の集落や都市及び公共施設 

  等に被害を与える恐れがあることから、これらの荒廃地の復旧や荒廃危険地の崩壊を未然に防止するた 

  め、復旧治山事業、予防治山事業、林地荒廃防止事業、地すべり防止事業、県単治山事業等を実施し、 

  県土の保全及び民生の安定を図る。 

   また、効率的な林業経営、森林の適切な管理、林業機械化の促進、生活環境の整備等による地域林業 

  の振興や豊かで住みよい地域社会の形成を図るため、林業専用道等の路網整備に取り組む。 

   さらに、自然公園に関する工事について、九州自然歩道の整備を行う。 

 

 (2) 補助事業 

   市及び町が事業主体となる治山事業及び林道事業等について、現地及び事務の指導を行う。 

 

 (3) 森林土木事業の実績及び計画 

（県営） （単位：千円）

( 1 ) ( 73,904 ) ( 1 ) ( 90,000 )

1 4,341

( 1 ) ( 160,000 )

1 55,000

(( 1 )) (( 14,601 ))

( 1 ) ( 7,664 )

国 ( 2 ) ( 4,237 )

92%

1 2,864 1 4,000

(( 1 )) (( 22,922 ))

( 1 ) ( 20,114 )

(( 1 )) (( 40,143 ))

( 1 ) ( 22,405 )

1 12,604
(( 3 )) (( 77,666 )) (( 0 )) (( 0 ))

( 6 ) ( 128,324 ) ( 2 ) ( 250,000 )

3 19,809 2 59,000

(( ))書きは前々年度からの繰越分で外数

( )書きは前年度からの繰越分で外数

繰越は年度執行額毎に記載

国 1/2

計

県 10/10

県単林道網総合整備事業等

国庫補助

県単

集落防災総合治山事業 県 10/10

治山施設計画調査事業 県 10/10

県単林道災害復旧事業

緊急予防治山事業 国 1/2

県 10/10

道整備推進交付金 国 3/10

災害復旧

治山施設災害復旧事業 国 2/3

林道災害復旧事業

国 1/2

緊急機能強化・老朽化 国 1/2

緊急総合治山事業 国 1/2

地すべり防止事業 国 1/2

林地荒廃防止事業

予算区分 事業名 補助率
令和７年度実績

復旧治山事業

予防治山事業 国 1/2

令和８年度計画
備考

箇所数 本工事費等 箇所数 本工事費等
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（補助） （単位：千円）

国 1/2

県　2.5/10

( 1 ) ( 6,900 )

国 ( 2 ) ( 21,560 )

84%

( 1 ) ( 6,001 )

( 2 ) ( 21,560 ) ( 2 ) ( 12,901 )

0 0 0 0

( )書きは前年度からの繰越分で外数
繰越は年度執行額毎に記載

県 6.8/10

災害復旧

林道施設災害復旧事業

県単林道災害復旧事業 県 5/10

森林路網ストック活用緊
急整備事業

県単林道網総合整備事
業（林道改良事業）

県 3/10

森林路網整備加速化事
業

定額

事業名 補助率

国庫補助

林地崩壊防止事業

間伐推進路網整備事業 国 定額

予算区分

計

県単

県単集落防災事業 県 2/3

自然災害防止治山事業 県 2/3

備考
箇所数 事業費 箇所数 事業費

令和７年度実績 令和８年度計画
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    地域支援課・農業経営課の 

        事業概要 
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７ 地域支援課・農業経営課の事業概要 

１ 令和７年度の普及指導活動 

  第八次宮崎県農業・農村振興計画と連動させて、地域で生じた様々な課題を解決するための新たな５カ

年の普及指導活動計画を作成し、計画に沿った普及指導活動を展開してきた。 

  令和７年度の活動については、主要品目の産地育成や担い手確保・育成等の課題に所内横断的に取り組

む４つの総合プロジェクトと、畑かんや品目別の専門的課題に取り組む６つの専門プロジェクトに基づ

き、目標達成に向け、普及指導活動を進めた。 

 

(1) 人材の育成と支援体制の構築 

○ 中部地域の農業を未来へつなぐ農業者の確保・育成（総合） 

 産地維持に向けて、有機農業や新規就農のハードルが高い果樹類などの部門については、関係機

関と連携し、研修カリキュラムの整備や経営承継について支援した。有機農業では新規就農者の確

保につながった。また、トルコギキョウでの新規就農希望者受入れに向け、研修体制整備の準備を

開始した。 

 そのほか、就農前、就農１～５年目、就農６年目以降等、青年農業者の就農段階に応じて、関係

機関との連携により、就農計画や経営改善計画の作成支援を行うとともに、研修会の開催等により

課題解決を支援し、担い手の育成を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 経営発展を目指す農業者の課題解決力の向上（専門） 

後継者への事業承継、法人化、経営改善等、農業者からの相談に対して、専門家による個別相談

会を実施した。また、事業承継や法人化の基礎知識の修得を目的に、農業者研修を実施し、安定し

た農業経営を継続するために必要な課題解決力や経営力の向上が図られた。 

 

 

 

綾オーガニックスクール１期生卒業式 就農前研修（先輩農業者との意見交換） 

青年農業者研修（天敵利用） 就農状況調査 

専門家による 

個別相談会 
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 (2) みやざきアグリフードチェーンの実現 

  ○ 施設園芸版スマート農業による高収益園芸産地の育成（総合） 

 環境制御技術を活用した高収益園芸産地の育成に向けて、きゅうりやピーマンのＤプロ参加農家

に対して研修会等を開催するとともに、これまでの活動を踏まえ今後地域に推進すべき技術や施設

等に関する検討を行った。また、マンゴー、トルコギキョウにおける炭酸ガス施用技術に関してマ

ニュアル作成や展示ほ設置に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ マーケットインに基づく新たな土地利用型営農の展開（総合） 

 実需者との意見交換を行い、ニーズのある品目の情報収集を行った。畑かん用水の活用推進を行

い、露地野菜ほ場での湛水防除試験等を実施し、新たな活用法の推進や有機農業での活用状況の情

報収集を行った。水田裏作で水田ゴボウやブロッコリー、タマネギの実証ほを設置した。また、基

盤整備予定地区の座談会で裏作品目の説明を行い営農計画の作成が進んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 国内外の需要に対応した茶産地の育成（専門） 

 新たな販路開拓に向けた有機ＪＡＳ認証取得による輸出産地の育成や、有利販売を目指した日本

茶アワード出品等を支援し、輸出向け荒茶生産額が１６９(百万円)を達成するなど、競争力のある

茶産地の育成が進んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湛水防除試験(有機ほ場) 基盤整備計画地区座談会 

日本茶アワード出品者研修 有機茶生産者への状況調査 

環境制御技術講習会 今後推進すべき技術等の意見交換 
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  ○ 肉用牛繁殖経営の生産技術向上（専門） 

 家畜市場への子牛出荷頭数の維持や、各経営体の生産性向上を図るため、セリ市講習会の開催や

母牛の分娩間隔の短縮、子牛死廃事故頭数の低減に向けた技術向上を支援し、飼養管理や飼料作物

生産の理解醸成や意識の向上につながった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 次世代に向けた持続可能な日向夏産地づくり（専門） 

 前年度に整備した園地台帳及び園地マップの維持・更新を行うとともに、管理園や管理放棄地等

に区分を行い、取組状況について部会生産者に情報提供を行い意識醸成を図った。また、労力負担

の大きい夏場の除草作業について、温湯除草機の実演を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 生産技術向上による花き産地の維持（専門） 

 ダリアの計画的出荷へ向けた新品種の現地適応性確認に取り組んだ結果、新品種の導入が進んだ。 

キクにおいてＩＣＭチェックリストをもとに農薬だけに頼らない防除体系を推進するとともに、夏

期の高温への対策に関する展示ほを設置した。コチョウランにおいて品質低下の要因となっている

コナダニについて防除対策を整理し普及を図るとともに、炭酸ガスの効果的施用に向けて基礎的な

情報の収集を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

牛舎環境の改善指導、駆虫 コントラクターと連携したトウモロコシ生産 

ダリア新品種の特性調査 キク高温対策展示ほの設置 

温湯防除機の実演 園地マップ 
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(3) 力強い農業・農村の実現 

○ 集落モデル育成による持続可能な水田営農の展開（総合） 

 持続的な水田営農を進めるため、関係機関と連携して、農地利用や機材利用に関する意見交換や

研修会を実施するなど大規模経営体の育成を行った。また、地域計画実現のための集落営農の課題

解決について支援を行った。 

 

                           

      

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＩＣＭ技術のフル活用による持続可能な野菜産地の育成（専門） 

 施設きゅうりのキュウリ黄化えそ病（ＭＹＳＶ）について、一斉除草など地域が一体となった防

除対策や、チェックリストに基づく個別農家の防除対策を推進した結果、被害を低減することがで

きた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) その他の活動 

 その他、農業者や関係機関・団体からの要請や定例的な支援等にも一般活動として対応した。 

大規模水稲経営体との意見交換 大規模水稲経営体ネットワーク会の研修 

講習会の実施 地域での一斉除草 
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２ 令和８年度の普及指導活動 

 重点的に取り組む課題として、重点的施策５課題を設定し、振興局各課や関係機関・団体との連携のも

と、課題解決に向けて総力を挙げて取り組むこととする。地域にとって重要であるが重点的施策に盛り込

めなかった品目や課題については、地域課題一覧で整理し取り組む。 

 

 (1) 人材の育成と支援体制の構築 

  重点的施策１ 日本一のきゅうり産地維持のための生産性と収益性の両立 

・ 新規就農者の持続可能な農業経営の確立 

・ 生産コスト上昇や労力不足に対応した営農体系の見直し 

・ ＩＣＭ技術や基本技術の励行によるきゅうりの収益性の向上 

 

 (2) みやざきアグリフードチェーンの実現 

  重点的施策２ スマート農業による高収益園芸産地の育成 

・ 炭酸ガス施用など環境制御技術等の導入によるピーマン、マンゴー、コチョウランの生産性向 

  上 

  重点的施策３ 新たな挑戦による肉用牛生産システムの構築 

・ 持続可能な肉牛生産体系の創出 

  重点的施策４ マーケットインに基づく土地利用型営農の振興 

・ 管内での主要露地品目の収量向上による持続可能な産地づくり 

・ 大規模経営体への転換と就農しやすい環境整備 

 

 (3) 力強い農業・農村の実現 

  重点的施策５ 有機農業の拡大による環境保全型農業の推進 

・ 有機農産物の栽培技術実証等に基づく生産性の向上 

・ 安心して有機農業に参入するための就農しやすい環境づくり・定着推進 

 

 (4) 地域課題一覧 

    ・ 商品性の高い付加価値のある米づくり 

・ 水稲及び飼料用稲等の種子の安定生産 

・ 慣行栽培茶の品質向上・販路拡大 

・ 畜産における生産技術・経営改善指導 

・ ミニトマトにおける安定生産技術の確立 

・ せんぎり大根の安定生産 

・ ＧＡＰ導入及び定着支援 

・ いちごの安定生産技術の確立 

・ なすの安定生産技術の確立 

・ 花きにおける安定生産技術の確立 

・ 果樹の安定生産技術の確立 

・ 鳥獣被害軽減対策 

・ 青年農業者の育成 
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